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第1章 緒 論

1.1研 究の背景

昭和30年 代、高度経済成長 に歩調 を合 わせるように都市部では人口の過密化 が起

こり始め、道路事情は悪化の一路をたどった。その ような状況のなか、現在、第11

次案が進行 中の 『道路整備五箇年計画』の第1次 が昭和29年(1954年)に 建 設省

で策 定 され、わが国の本格 的な道路整備 がスター トした。しか し、東京や大阪といっ

た2大 都市圏での交通渋滞 は著 しく、 その渋滞解消を目的 として、昭和34年(1959

年)に は首都高 速道路公 団が、昭和37年(1962年)に は 阪神高速道 路公 団が発 足

した。発足当時は、河川の多い土地柄を有効 に利用 し、河川 を埋め立てた り、河川

内に橋脚を設置することにより、都市内高速道路が建設された。大阪地区では、西

横堀川 を埋め立てることによ り、昭和39年(1964年)6月 に2.3㎞ の阪神高速道路

が開通 した。

その後 、急激な経済成長や 自動車普及率の上昇 と相 まって、都市内高速道路 の供

用延長は着実に増加 した。阪神高速道路 については、平成6年(1994年)4月 には

湾岸線 の開通 に よ り供用延 長は200㎞ とな った。 また、平成8年 度の平均的な交通

量 は86万 台/日1)、 最大断面交通量は15.8万 台/日(6車 線)と なってい る。

都市高 速道路 は、以上のような①複雑な道路線形 に伴 う曲線橋 など特殊な構造型

式の採用、②当初の予想 を遙かに上回 る重車両交通量の増大(そ の内容は大型 車 の

混入率 が高 く、その上、規制緩和に伴 う車両制限令の改正によ り総重量25tの 車 両
2)が 自由に走行 す るこ とが可能 に な る)な ど過酷 な環境下 に置 かれ るようにな

って

きた。

この結果、長期供用による老朽化以外に、上記のような要因によ り都市高速道路

の構造物において多 くの箇所に損傷3)'4)'5)が 発生 して きてい る。 また、社 会情勢

の変化 や社会的要請のため車線拡幅などの改良工事 も積極的に行 われてお り、維持

管理の重要性が求められている。

ところで、バブル経済の崩壊によ り国の財政状況は悪化の傾向にあ り、その影響

が当然の ことながら国民生活に反映 している。そのような社会情勢の中で、過去に

建設された膨大 な量の道路などの社会基盤 を維持管理するための費用も今後増加す

ることは期待で きない状況にある。膨大 な数量 となった都市高速道路鋼構造物を限

られた予算の範囲で適切 な維持管理を行 うために保全技術に関する手法を体系的に

整備することが道路管理者に とって緊急の課題 となっている。

1.2都 市高速道路鋼構造物の保全に関する問題点

都市高速道路の鋼構造物を健全な状態に保つ手法は、人間の体を健康な状態に保

つことと同様である。そのため、定期健康診断に相当する構造物点検を定期的に実

施 している。点検法は目視が一般的であるが、必ずしも人間が近接できる箇所ばか

りではなく密閉断面や狭隘な箇所もある。そのような箇所の点検には特別な工夫や
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新技術の開発も必要である。また、都市高速道路の構造物は交通量や構造の複雑性

などのために損傷を受けやすく、特に、細部構造に損傷が発生 し易い鋼構造物は入

念な点検が行われてお り、これまでの蓄積された膨大な点検データがある。それ ら

は人間のカルテと同様であるから、それらを整理、分析することは、今後の維持管

理において貴重な示唆を与えるものと思われる。点検により損傷が発見されれば、

損傷原因の究明を行い、適切な補修工法を検討して補修 ・補強工事を実施 しなけれ

ばならないが、鋼構造物の補修 ・補強は系統的に実施されるようになってから、ま

だ歴史が浅いため、

(1)補 修 法 に関す るデー タ蓄積 が少 ない。

(2)体 系化 され た学術 的研 究が少 ない。

(3)交 通 を供用 しなが ら施 工す るこ とが多 く、新たな技術的課題があ る。

(4)社 会 的反応 を考慮 して、 公式の場 での損傷事例報告が少ない。

(5)補 修 工事 の場合 、一般 的 に工 事規模が小さ く、十分な施工管理体制 を確保

で きない場合がある。

などの問題点がある。

鋼構造物の補修 ・補強のうち、疲労などによる亀裂に対する補修は構造物のスペー

スや作業空間などの関係で溶接により行われることが多 く、また、補強部材の取 り

付けも溶接が用いられることが多い。

また、都市高速道路の社会的な使命により通行止めを行うことは非常に困難な状

況にあるため、補修工事は一般的には交通供用下で実施される。また、時には路下

条件により、一時的にせよ構造物を支える支保工さえも設置できない場合6)も ある。

すなわち、一般的に補修工事は狭隘な足場上での施工となるばか りでなく、交通供

用下での溶接による補修工事となる場合が多く、そのような場合には、

(1)静 的荷重以外に通行車両による変動荷重が作用 した状態での作業となる。

そのため、被溶接継手部材間に相対変位が生 じる恐れがある。

(2)通 行車両による影響や簡易な足場上での作業のため、周期が比較的短い 「振

動」や周期が比較的長い 「ゆれ」がある状態で作業を行うことになる。

などの困難な条件を加味しなければならない。

このような交通供用下での溶接による補修工事は今後ますます増加することが見

込まれるにもかかわらず、マニュアル類の整備が遅れている。

1.3本 論文に関連する既往の研究

前述 したとおり、社会情勢により都市高速道路の維持管理に伴う業務は、一般交

通車両を通行止めしたり、または、車線規制などは行わず、一般的には交通供用下

で行われる。

舗装の打ち替えなどの通常の補修作業では、車線規制をして交通供用下で実施 し

ても渋滞の原因にはなるものの、品質低下になることは少ない。

しかし、交通供用下で溶接により鋼構造物の補強 ・補修を行う場合には、工場な

一2一



どで溶接作業を実施 する場合のように荷重無載荷の状態ではな く、 また、一般交通

車両を全面通行止め して溶接作業を実施 す る場合の ように静的な荷重が載荷 された

状態で もない。すなわち、交通供用下にある鋼構造物に溶接作業を実施 する場合 に

は、変動荷重が作用 した状態 とな り、作業足場の振動も加わって非常に複雑 な作業

状態での施工となる。

これ らに関する研究成果 としては、 日本鋼構造協会でまとめたJSSCレ ポー ト7)・

8)が あ る
。 また、 中西 らは供用 中の補修溶接施工に関 しての各種の研究 を行い、変

動応力下の溶接割れ試験9)や 補修溶接棒 の開発10)を 行 ってい る。

以上の ような供 用 中での補修溶接に関する研究成果を基本 とし、各道路管理者は、

都市高速道路の鋼構造物 に生 じている腐食損傷や亀裂損傷などに対する補修 ・補強

工事や改良工事を実施 している。 しか し、損傷 に関 して補修方法 を検討11)し 、補

修工事 を実施 してい るが、体 系的に整備 された報告はない。

1.4本 研究の目的と構成

本論文では、都市高速道路鋼構造物に発生している各種の損傷に対 して、原因究

明や各種の検討を反映した補修法を提案する。つぎに、交通供用下での溶接による

補修工法に関する問題点を解決し、実際の工事に適用できる交通供用下での施工を

想定した現場溶接補修要領を提案する。そして、損傷発生原因を考察することによ

り、細部構造の改良や合理的な点検周期の設定などにより、都市高速道路鋼構造物

の長寿命化に関する提案を行う。

本研究の流れを図一1.4.1に 示す。また、本論文は8章 からな り、概要は次

のとおりである。

第1章 は緒論であ り、第1に 都市高速道路建設の経緯、背景を述べる。第2に 、

高速道路構造物には老朽化や車両の大型化などにより各種の損傷が発生してお り、

その補修工事は通常、交通供用下で行われているなど、現在置かれている状況につ

いて述べる。第3に 、過去に行われた鋼構造物の保全技術に関する研究事例の概要

にっいて述べ、第4に 本研究の目的 ・構成について述べる。

第2章 では、第1に 維持管理の必要性や公共事業で建設された都市高速道路の寿

命の考え方について述べる。第2に 、都市高速道路の一例 として阪神高速道路の構

造種別 ・数量および現行の維持管理体制と問題点について考察する。第3に 、構造

物点検について、現行の点検体制、点検手法および判定基準と問題点などについて

考察する。

第3章 では、構造物の点検により発見された都市高速道路鋼構造物に生 じている

各種の損傷事例 を示すとともに、点検データを整理分析することにより、代表的な

損傷について、その発生形態や進行度について考察する。

第4章 では、都市高速道路鋼構造物に生じている代表的な腐食損傷を例にとり、

損傷状況や原因、補修工法および事後の追跡点検結果について考察する。

第5章 では、都市高速道路鋼構造物に生じている代表的な亀裂損傷を例にとり、
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損傷状況や損傷要因の分析、補修工法および事後の追跡点検結果について考察する。

第6章 では、交通供用下における溶接による補修工事を実施する場合の実用的な

施工要領を提案する。

第7章 では、①構造物点検の合理的な周期、②ブリッジマネージメン トの一環と

してのモニタ リング橋の考え方および③損傷が発生した細部構造に対する新設構造

物での改良例を述べることにより、都市高速道路鋼構造物の長寿命化への提案を行

う。

第8章 では、本研究で得 られた諸成果をまとめ、都市高速道路鋼構造物の保全技

術について総括する。

第1章 緒論

都市高速道路建設の背景や現状、本論文に関連する既往の研究、
本研究の目的と構成を述べる。

1
第2章 現行の維持管理とその問題点

阪神高速道路を例として、その維持管理体制や現状について述べ、
維持管理の必要陛を述べるとともに問題点を述べる。

1
第3章 鋼構造物の損傷

鋼構造物に生じている各種の損傷事例を示し、代表的な損傷については、
その発生形態や進行度について考察し、維持管理の資料として提案する。

【 i
第4章 腐食損傷に対する溶接補修

腐食損傷の代表事例について原因究明を行
い、机上検討や試験施工により得られた成果
を反映した補修工法を提案する。また、事後
の追跡点検の結果についても考察する。

第5章 亀裂損傷に対する溶接補修

亀裂損傷の代表事例について原因究明を行
い、机上検討や試験施工により得られた成果

を反映した補修工法を提案する。また、事後
の追跡点検の結果についても考察する。

i 1
}

第6章 現場溶接補修要領の提案

交通供用下での実用的な現場'溶接補修要領を提案する。

1
第7章 鋼構造物の長寿命化への提案

①点検周期の最適化、②ブリヅジマネージメントの一環としての
モニタリング橋の考え方および③損傷発生箇所と同様な構造部位に

対する新設構造物での改良構造を提案する。

1
第8章 総 括

図 一1.4.1本 論 文 の流 れ
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第2章 現行の維持管理とその問題点

2.1緒 言

本章では、都市高速道路の重要性や役割を述べて、それを常に良好な状態に保つ

こと、すなわち、維持管理の重要性について述べる。

また、都市高速道路の一例である阪神高速道路を対象に、維持管理の組織や体制、

点検手法、点検により発見された損傷に対する補修方法の検討法など現状の維持管

理システムの概要について述べるとともにシステムが抱える問題点を明らかにする。

2.2維 持管理の意義と目的

都市高速道路は言うまでもなく、公共投資による社会基盤である。それゆえ、公

共性、使用性、寿命などの点において一般の構造物とは全く異なった性格が求めら

れる上、社会経済活動、市民生活、国土保全に必要不可欠な役割を果たす必要があ

る。そのため、現在はもちろんのこと、将来にわたってその機能が十分に発揮でき

るよう常に整備 しておくことが責務であり、社会的要請でもある。

公共性の観点からは、都市高速道路は財政投融資の資金を利用して建設され、あ

る供用期間中に道路利用者から収受した料金を返済に充当するというシステムのた

めに、償還期間内は道路利用者に対して良好な施設を提供するのは当然のことで、

都市高速道路周辺に対しても良好な環境を保全する義務がある。

使用性の観点からは、都市高速道路は有料のため利用者からは一般道路を通行す

る場合よりも快適で安全なサービスを要求される場合が多く、また、都市高速道路

の大部分は立地条件から高架構造となってお り一般道路に比べて複雑な構造である

などの理由により十分な維持管理が必要となる。

寿命の観点から見ると、現在の社会情勢では通行料金の値上げは非常に困難な状

況にあ り、その代替策として、構造物の寿命に深 く関係する償還期間の延伸が検討

されている。そのため、今後はますます、既設構造物を丁寧に維持管理 し、長期間

使用することになる。

このように維持管理は、構造物の機能の経時的変化や寿命に大きな影響を与える。

構造物の寿命を延ばすには、構造物の種類、使用目的、要求性能レベルに応 じて系

統的な点検を行い、損傷の早期発見、原因の究明、損傷程度の評価 ・判定とそれに

基づく適切な補修 ・補強工事を行うことが重要である。すなわち、維持管理には、

①構造物の損傷実態を把握するための点検、②点検結果に基づく損傷原因の把握、

供用の可否判定、補修 ・補強工事の要否判定、③補修 ・補強工法の選定および④補

修 ・補強工事などが含まれる。

2.3都 市高速道路の寿命

都市高速道路の構造物の寿命は、その建設に要した費用を一定の償還期間に返還

しなければならないため償還期間との間に密接な関係がある。道路橋の寿命に関す
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る規定 としては、道路橋示方書1)の 設計基 準風 速 の規定 に、 「こ こでは一部の強風

地域を除 く日本全国の高度10mに おいて、50年 間でその風 速 を超 えない確 率が0.6

以上 とな るように40m/secを 設計基 準風速 と した。」、 また、鋼道路橋設計便覧2)の

総 論 において、「鋼 道路 橋の寿命 は、活荷重の大 きな変化がないな らば50年 か ら100

年 を超 え る長期 の もので なければ な らない。」 と記述されている。

諸外国では、イギ リスのBS54003)の 限界状 態設 計法の箇所 で 「設計 年数 として

120年 と仮 定 してい る。」、 また、 カナダのオ ンタ リオ州道路橋設計基準4)の 限界状

態設計法 の箇所 で 「橋梁の計画耐用年数を50年 として、終局 限界状 態 に対 す る安全

性指標 の目標値は3.5」 と記 されて い る。

一方 で、構造 物 の寿命 と密接な関係がある償還期間は通行料金値上げが容易でな

いことか ら当初設定 された期間か ら延伸 される場合 がある。建設大臣の諮問機 関で

ある道路審議会において、都市高速道路の採算性に関する答申(平 成9年1月24日)

が 出され、償 還期間 を当初設定 されていた30年 か ら40年 に延 ばす ことが提 案され

た。 また、 古い時代 に建設され建設費の償還が完了 している路線で も、建設 中の路

線も含めたネ ッ トワー ク全体の建設が完了 し、それ ら全路線の建設費が償還 し終わ

るまで通行料金が無料にしない という 『通行料金 プール制』 も導入された。

以上のように、各種 の設計基準や償還期間か ら都市高速度路の寿命 を明確 に定義

したものはないが、設計耐用年数 として50年 以上 と考 え るのが一般 的な ようである。

2.4都 市高速道路の現状

都市高速道路の維持管理の現状を述べるに際して、都市高速道路の一例である阪

神高速道路公団での状況を述べる。

(1)構 造 区 分

図 一2.4.1に 阪 神 高 速 道 路

の 構 造 区 分 を 示 す 。 阪 神 高 速 道 路

の 供 用 延 長 は200㎞ で あ り、 総 延

長 の93.1%で あ る186.2㎞ が高 架

道 路(鋼 桁 橋:77.3%,154.7㎞ 、

コ ン ク リー ト橋:15.8%,31.5㎞)

で あ り 、 残 り が ト ン ネ ル 構 造

(1.3%,2.5㎞)お よ び 土 構 造

(5.6%,11.3㎞)で あ る。

(2)供 用 期 間 区分

図一2.4.1阪 神 高速道路 の構 造区分

図 一2.4,2に 阪神 高速 道路 の供 用期 間 区分 を示す。阪神高速道路 は供用から

約30年 が経過 し、建設後10年 以上経過 した延長 が全体 の62.0%(124.1㎞)、15

年以上経過 した延 長が全体 の52.0%(103.3㎞)を 占めてい る。
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図_2。4.2阪 神 高速道 路の供用期 間区分

(3)管 理体制

このように、通常の経年劣化による老朽化以外に、当初の予想をはるかに上回る

交通量、規制緩和に伴う車両の大型化や重量化、複雑な道路線形などにより都市高

速道路の多くの箇所に損傷が発生 し、それらの事例が報告されている。これ らの損

傷の発生を未然に防止 し、また、何 らかの損傷が発生 した場合にも原因究明の後、

補修 ・補強工事を行い高速道路を常に良好な状態に保つために維持管理を行う部門

が設置されている。

阪神高速道路の維持管理組織を図_2.4.3に 示す。

図一2.4.3都 市高速 道路公団 の維持管理組織

(4)維 持管理 費

阪神 高速道路 の維持管 理 に要 した費用の推移 を図_2.4.4に 示 す。供 用 開始

か ら約10年 程度遅 れて維持 管理費が急激 に増加 し始めていること、また、 これまで
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は右肩上が り

に増加 して き

たことがわか

る。 しか し、

今後 は維持管

理に費やすこ

とので きる金

額は工費縮減

策の一環で増

加 する可能性

は少ないと予

想されてお り、

現行の方法に

比べて、 よ り

一層、合理的な維持管理システムを構築することが急務 となっている

2.5構 造物 の点検 システム と問題点

都市高速道路の管理者であ る公団では、供用中の道路 を良好な状態 に保 ち、安全

かつ円滑な交通の確保、および第三者への障害の防止 を図 ることを目的に構造物点

検 を実施 している。以下では、阪神高速道路公団を例5)'6)に 、点検 に関す る体制 、

周期、 手法お よび結果の整理方法な ど現状の点検 システムやその問題点について述

べる。

2.5.1点 検体制

点 検 に 関 す る基 準 作 成 や 対 象

路線の選定など全般的な企画は、

本社機構 の保全施設部で行 って

いるが、点検 の成果を有効 に活

用 するために、図 一2.5.1

に示 す とお り維 持 管理 に 関 す る

部門が相互に連携 している。

2.5.2点 検 種 別

図 一2.5.1管 理 部 門 の 相 関 図

鋼構造物の点検は、 日常点検、定期点検および臨時点検に分類される。

(1)日 常点検

日常点検は、道路構造物全般について日常的に行われる点検であり、その方法に

より次のとお り分類されている。
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1)路 上点検

路上点検 とは、 自動車により高速道路を点検可能な速度で走行 しながら、舗装、

伸縮継手および付属構造物などの状態を目視または運転感覚によ り行う点検をいう。

2)路 下点検

路下点検とは、桁、床版下面および付属構造物などの状態を高架下から目視によ

り行う点検をいう。

3)検 査路点検

桁や床版下面などの状態を鋼桁の主桁間に設置されている検査路を用いて行う点

検をいう。

(2)定 期点検

定期点検は、長期的な点検計画に基づき、数年に一度の周期で道路構造物の状態

を詳細に点検するもので、点検車や作業足場などを用いて対象構造物に接近 し、 目

視、たたき、または簡単な計測により構造物の状態を点検する。定期点検は、点検

対象箇所により、次のとおり分類される。

1)上 部工点検

2)下 部工点検

3)梁 上点検

ここで、梁上点検 とは、橋脚の梁上から橋梁端部にある構造物の状態を点検する

するものである。橋梁端部には伸縮装置、耐震連結装置、支承などの重要な付属構

造物があ り、また、伸縮装置は漏水や走行車両による衝撃などにより損傷の発生し

やすい箇所であるため、特に重要な点検である。

(3)臨 時点検

臨時点検は、日常点検および定期点検を補完するものである。臨時点検は、その

目的により次のとお り分類される。

1)緊 急点検

通常の日常点検や定期点検で極めて異常な損傷が発見された場合などに実施され

る点検であり、当該損傷箇所を入念に損傷原因、損傷程度や進行度合、および応急

補修の必要性の有無などについて点検する。

2)災 害時点検

自然災害の後に、災害に起因する損傷の有無について行う点検をいう。

3)事 故時点検

突発的事故の後に、事故に起因する損傷の有無について行う点検をいう。

4)追 跡点検

日常点検や定期点検で発見された損傷の経時変化や特殊な補修 ・補強工事の経過

観察を目的として行う点検をいう。

2.5.3点 検項 目と判定基準

鋼構 造物の定期点検における点検項 目および判定基準は、下記のとお りである。
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(1)点 検項目

① 部材の損傷(亀 裂、曲が り、応力)

② 溶接部の亀裂

③ 高力ボル トの欠損、折損およびゆるみ

④ 異常音の発生

⑤ 滞水および漏水

⑥ 腐食

⑦ 塗膜の状態

⑧ 桁の遊問

⑨ その他

(2)判 定基準

損傷度の判定は、各構造物の重要度、

機能、特性などを考慮 して、機能性、

耐荷力、耐久性などの観点から総合的

に判断して決定される。阪神高速道路

公団では補修の要否およびその緊急性

の有無により損傷度判定区分を表_2.

5.1に 示すとおり5段 階に分類し、

この基本的な考え方に基づき各々の構

造物について損傷度判定基準を細かく

規定 している。

ここで、『緊急に補修』の必要がある

と判断される損傷度判定区分"④"の

損傷が発見された場合には、円滑な交

表 一2. 5.1定 期点検における

損傷度判定基準

損傷度判定区分 損 傷 状 況

④

損傷が著しく道路構造物の機

能低下を招 き,安 全かつ円滑

な交通の確保に支障をきたす

恐れ,ま たは第三者への影響

が大であると考えられ,緊 急

に補修の必要がある場合

A
損傷が著しく,早 急に補修す

る必要がある場合

B
損傷があ り,状 況に応 じて補

修する必要がある場合

C 損傷が軽微である場合

OK 上記以外の場合

通を確保するためや第三者への影響を考慮 して、仮設材などを用いて応急補修を行

い暫定的に安全の確保を行う。その後、改めて詳細な臨時点検を実施 し、損傷程度、

損傷原因および耐荷力などについて調査し、立地条件なども考慮 した総合的な判断

により補修方法についての検討を行い、補修工法が決定次第、補修または補強工事

を行う。

また、損傷度判定区分"A"の 『早急に補修』とは、次年度の補修工事実施計画

において優先的に補修または補強工事を行うものをいう。

鋼構造物の各損傷項目は表一2.5.2に 示す損傷度判定区分に準拠して判定す

る。亀裂損傷については、表一2.5.3の 損傷度判定基準により判定する。

io



表一2.5.2鋼 構造物 におけ る損傷度判定基 準

傷度判定区分
④ A B C

点検項目

部 材 の 亀 裂 損傷が著しく,落 著しい損傷がある. 損傷がある.

溶接部の亀裂橋など,重 大事故 著 しい損傷がある. 損傷がある. 塗装に亀裂がある.

に結びつく危険性 部材に著しい変形,座 屈 部材に変形,座 屈が生じ わずかな曲がり,ひ ずみ

曲が り,ひ ずみ あるいは第三者障 が生 じている. てい る. が ある.

害を招 く危険性が (応力的なものではない)
主

ある損傷. 1構 造物で10本以上,ま 1構 造物で10本未満,ま

要 欠 損
折 損

たは1添 接部で2本 以上 たは1添 接部で1本 の欠

部 の欠損,折 損 がある. 損,折 損 があ る.

材

高
力

1添 接部で10%以 上,ま 1添 接部で5～9本,ま 1添 接部で5%未 満,5

ボ たは10本以上のゆるみが たは5本 未満でも5%以 本未満のゆるみがある.
ル

ト

ゆるみ
あ る. 上10%未 満のゆるみがあ

る.

添接板 添接部の塗膜にズレが見

のズレ
られ る.

部 材 の 亀 裂 著 しい損傷がある. 損傷 がある.

溶接部の亀裂 著しい損傷がある. 損傷 がある. 塗装に亀裂がある.

部材 にh/125,あ るいは 部材 にh/125,あ る いは

曲が り,ひ ずみ 50㎜ 以上の曲が り,ひ ず 50㎜ 未 満の曲が り,ひ ず
二

みが発生 して いる. み が発生 してい る.

次 欠 損 1添 接部で2本 以上の欠 1添 接部で1本 の欠損,

部 折 損 損,折 損がある. 折損 があ る.

材

高
力

1添 接 部で10%以 上,ま 1添 接部で10%未 満,ま

ボ ゆるみ たは5本 以上のゆるみが たは5本 未満のゆるみが
ル

ト
あ る. あ る.

添接板 添接部の塗膜にズレが見

のズレ
られ る.

異 常 音
異常な金属のたたき音,

きしみ音が発生している

漏 水,滞 水
著しい漏水,ま たは滞水 少 しの漏水,滞 水が発生

が発生 してい る。 してい る.

断面欠損が部材厚の10% ①広い範囲にさびが発生 点在したさびが発生して

以上ある. している. い る.
さ び お よ び 腐 食

②点在した腐食が発生し

て い る.

層間はく離がかなりの部 層間はく離が部分的に発
塗 膜 の 状 態

分に発生 している. 生 している.

桁 の 遊 間 の 良 否
桁端が接触 している. 遊間が不足し,接 触の恐

れがある.

そ の 他 の 損 傷 著しい機能阻害がある.
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図 一2.5.2～ 図 一2.5.4に は、
"④"
、"A"お よび"B"の 各 判 定 ラ ン ク

に相 当す る亀 裂 損傷 を例 示 す る。

表一2.5.3

亀裂損傷 に関す る損傷度判定 基準

損傷判定区分 損 傷 状 況

④

主桁本体または鋼床版に亀裂

が発生し,構造物の安全性が

著しく損なわれている場合

A

主桁本体または鋼床版部材な

どに亀裂が発生しているが,

亀裂の発生位置および状態よ

り判断して,そ の補修には特
に緊急性を要さない場合

B

主として二次部材に発生した

亀裂であ り,構 造物の安全性

にとって,重 大な影響のない

場合

主桁下フランジ,ウ ェブの溶接継手部

および母材の亀裂

垂直補剛材のデッキプ レー トとの溶接部から

デ ッキプ レー トに伸展 した亀裂

縦 リブとデッキプ レー ト溶接部から

デ ッキプ レー トに伸展 した亀裂

主桁切欠部溶接部の亀裂が

ウェブに伸展 したもの

'

ソールプ レー ト溶接 部 よ り下 フラ ンジ

を経て ウェブに伸展 した亀裂

図 一2.5.2④ ラ ン クの 損 傷
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横桁取合部

① 主桁上フランジとウェブとの溶接部の亀裂
② ウェブギャップ板スカーラップまわ し溶接部
からウェブ に伸展 した亀裂

③ 横桁上フラ ンジ貫通部スカーラップから

ウェブに発生 した亀裂 切欠部溶接部の亀裂

①亀裂 ②亀裂

桁端部横構取付ガセット部

⑦ 垂直補剛材溶接部の亀裂

② ガセッ トまわ し溶接部からのウェブに

伸展 した亀裂

縦 リブとデ ッキプレー ト溶接部から

縦 リブ母材に伸展 した亀裂

部材の破断、または周長の1/2以 上の亀裂

ガセット高の1/2以 上の亀裂

対傾構およびガセッ ト部
① ソールプレー ト溶接部の亀裂

② ①の亀裂が主桁下フランジに伸展 したもの

図 一2.5.3Aラ ン ク の 損 傷
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①亀裂 ②亀裂 ③亀裂 ③亀裂

材

対傾構取合部

① ウェブギャップ板,垂 直補剛材 と
主桁上フランジ溶接部の亀裂

② ウェブギャップ板,垂 直補剛材 と
主桁 ウェブ溶接部の亀裂

材

対傾構取合部

③ 垂直補剛材母材の亀裂

横桁取合部

① ウェブギャップ板 と主桁上フランジ溶接部の亀裂

② ウェブギャップ板 と主桁 ウェブ溶接部の亀裂

③ ウェブギャップ板 と横桁上フランジ溶接部の亀裂

横桁取合部

④ ウェブギャップ板の亀裂

.① 亀裂

①縦 リブとデ ッキプレー ト溶接部の亀裂

② 横 リブまたは横桁 ウェブと
デッキプ レー ト溶接部の亀裂

縦 リブと横 リブまたは横桁ウェブとの

溶接部の亀裂

裂が横 リブまたは横桁ウェブに伸展 して

る場合はAラ ンクとする。

対傾構 およびガセ ット部

図 一2.5.4Bラ ン クの 損 傷
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25.4点 検か ら補修工事 への流れ

各種 の点検 から補修工事への一般的な流れは、図一2.5.5の とお りであ る。

i
日常点検 定期点検 臨時点検

損傷判定
④

緊急通報

応急補修
の必要性

YES

④以外

点検報告

NO
応急補修工事

臨時点検
の必要性YES

NO

臨時点検
の必要性

NO

NO

臨時点検

YES

臨時点検

補修工法検討

緊急補修工事

臨時点検
の必要性

YES

補修工法検討

補修工事

保 全 情 報 シ ス テ ム

図_25.5点 検 か ら補 修 まで の流れ

点検 結果 は図一2.5.6に 示 す ような所 定 の様 式 に よ り記載され、その後、 コ

ンピュータ処理が行われる。
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図一2.5.6鋼 桁定期点検報告書 の様式

損傷 は、表_2.5.1に 示 した とお り、 その損 傷程 度 に応 じて5段 階 に分類 さ

れ、 その緊急度 に応 じて当該路線を担当する管理部が点検結果 を総合的に判断 して

補修計画、補修工法が策定され る。一般 的な損傷 に関 しては、『補修標準』7)に し

たが って補修 ・補強 され る。

2.5.5現 行点検システムの問題点

現行の点検システムにおいて解決 しなければならない問題点は下記のとおりであ

る。

(1)点 検周期の最適化

従来の点検周期は、点検対象構造物の新旧を問わず一律であったが、より合理的

な点検基準とするために、構造物の損傷発生頻度などを判断基準にして点検周期を

最適化する必要がある。

(2)点 検作業の省力化、自動化

高齢化が進み、熟練技術者が減少する中、作業の省力化や自動化に取 り組む必要

がある。また、点検結果を客観的に判断するためにも、点検作業を自動化する必要

がある。

(3)狭 隘部の点検手法

都市高速道路の構造物、特に鋼構造物は複雑な部材構成により出来ているため通

常の方法では、近接 して点検作業が実施出来ない狭隘な箇所がある。このような、
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狭隘な箇所を点検するための機器を開発する必要がある。

(4)点 検結果の整理手法

膨大な量の点検結果を効率よく整理し、活用するためには、従来の 「台帳」管理

ではな く、コンピュータを利用したより高度な管理手法を開発する必要がある。

(5)点 検結果の新設構造物設計への反映

構造物に損傷が発見されると、その損傷原因の究明を行い補修方法の検討が行わ

れるが、その損傷原因究明の過程で得られた知見を、新設構造物の計画や設計に反

映し、構造物の長寿命化を図る必要がある。

本研究では、これらの問題点を解決するため、路線の供用年数により損傷発生率

が異なることに注 目して点検周期を見直し、合理的な点検間隔を提案 した。また、

損傷原因究明の過程で得られた知見を新設構造物の設計に反映した。

2.6結 言

以上で述べ た よ うに、都 市高速 道路 は有料道路であ るために、建設費を償還する

までの期間は、利用者に対 して良好な走行性を提供 しなければな らない。また、一

般的に都市高速道路 には迂回路がな く、通行止めを行 うことは非常に困難である。

そのため、一般道路以上に入念な維持管理が実施されている。本章では、点検 をは

じめとし現行の維持管理システムの概要 を述べ、 システムが抱える問題点、 とりわ

け、点検周期や点検作業の問題点について指摘 した。
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第3章 鋼構造物の損傷事例

3.1緒 言

都市高速道路は成熟 した都市内に建設されるために、複雑な道路線形 となること

が多い。また、日常的に渋滞を起こすなど交通量は多 く、ほぼ飽和状態となってい

る。それに加えて、近年における重車両交通の増加により、都市高速道路鋼構造物

の使用環境は過酷な条件下にある。このため、都市高速道路鋼構造物には、各種の

損傷が発生 している。

本章では、都市高速道路鋼構造物に発生している代表的な損傷について述べると

ともに、過去に実施 した点検結果を整理することにより、腐食や亀裂損傷の発生部

位、さらには、経年変化などを具体的に検討 している。

また、同様の箇所に、同様の損傷が多発している主桁 と横桁あるいは対傾構との

取合部(以 下、「ウェブギャップ部」という)の 損傷について、橋梁タイプごとに損

傷発生頻度をまとめることにより、当該損傷の発生予測や合理的な補修計画を立案

するための基礎資料を提示する。

3.2損 傷状 況

3.2.1損 傷 の種 類

過去の点検 に よ り都 市高速道路鋼構造物に発見された代表的な損傷1)・2)・3)・4)を

以下 に示 す。

(1)腐 食損傷

① 鋳鋼製支承 の腐食(写 真 一3.2.1)

② 鋼製高欄 の腐食(写 真 一3.2.2)

③ 鋼製 フー チ ングの腐 食(写 真 一3.2.3)

(2)亀 裂損傷

① 鋼桁腹板切 欠 き部の亀裂(写 真 一3.2.4)

② 鋼床版横 リブ と縦 リブ交差部 の亀裂(写 真 一3.2.5)

③ 対傾構 ガセ ヅ トの亀裂(写 真 一3.2.6)

④ 端横桁ニー ブ レース下端部 の亀裂(写 真 一3.2.7)

⑤ 桁 間連結材取付部 の亀裂(写 真 一3.2.8)

⑥ ソール プ レー ト溶接 部の亀裂(写 真 一3.2.9)

⑦ 鋼製T型 橋脚 隅角部 の亀裂(写 真 一3.2.10)

(3)高 力ボル トの遅 れ破壊(写 真 一3.2.11)

(4)桁 や標識板への衝突(写 真 一3.2.12)

(5)重 量落下物 による桁損傷(写 真 一3.2.13)
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写 真 一3.2.1鋳 鋼 製 支 承 の 腐 食 写 真 一3.2。2鋼 製 高 欄 の 腐 食

写 真 一3.2.3

鋼 製 フ ーチ ングの 腐 食

写真 一3.2.5

鋼床版横 リブと縦 リブ交差部の亀裂

写真一3.2.4

鋼桁腹 板切 欠 き部の 亀裂

写真 一32.6

対傾 構ガセ ッ トの亀裂
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写 真 一3.2.7

端 横 桁 ニ ー ブ レース 下端 部 の 亀 裂

写 真 一3.2.9

ソー ル プ レー ト溶接 部 の 亀 裂

写真 一3.2.8

桁間連結材取付部 の亀裂

写真 一3.2.10

鋼製T型 橋脚 隅角部の 亀裂

写 真 一3.2.11

高 カ ボ ル トの遅 れ破 壊

与 真 一3.2.12

桁 や標 識 板 へ の 衝 突
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(a)路 面 およ び床版 上面(b)床 版 下面 および桁

写真 一3.2.13重 量落下物 によ る桁損傷

これ らの損傷 のうち、衝突や落下物に起 因する損傷については原 因が構造的不備

によるものではな く、一過1生の もの であ るため体 系 的な研究は実施 していない。亀

裂損傷については、その原 因が疲労や材料特性 によるものであるため、原因究明や

補修 ・補強工法決定のための慎重な学術的検討 を体系的に実施 した。また、腐食損

傷については、その原因は明 白であ るが、一般的に損傷範囲が広 く、また、断面欠

損が著 しい場合 には耐荷性 に問題があ ることが多いために、早急に補修 ・補強工事

を行 う必要があ り、その補修方法を体系的に検討 した。

3.2.2損 傷発 生率

1994年 度 まで に点検 を実施 した鋼 桁 について、各路線別にその桁が供用された年

度別に分類 し、鋼構造物に関連 した全ての損傷の発生率(損 傷 が発 見 され た径 間数

の点検径 間数に対する比率、以下、「損傷発生率」 という)を 集 計整理 した もの を表

一3 .2.1に 示 す。

点榛結衆

路纏名 甌 供用庫

点検敗量 OKラ ンク④ランク Aラ ンク Bラ ンク Cラ ンク

径冊敷 比+klfl 怪聞数 比率㈲ 径団数 比率ω 径岡敷 比率{二} 径闇致 比串㈲ 径闘敗 比串lil

環 状 0 1964 BI 田00% a z,i% i i.i% 4z 11.7X 44 1fi.B% S 5.3X

〃 ② 1965 179 iaa.oz 0 o.o% 96 20.B% 7S 13.1% 90 19.3% ユ2 18.SX

ノノ 0 1967 sa iaa.oz 0 o.o% 4 7.7% zs 1B.堺 8 15,4髭 is 26.8X

守 ロ 線 0 1968 IBB iao.o% 0 o.o% 6S 31.1% 89 13.9% 29 ia,aX 18 9.S%

森 小 路 線 Ali 6Z ioo.oz 0 o.oz S 8.IX 98 613髭 16 as.a% 3 1.8%

東 大 阪 線 0 1970 69 ioo.oz 0 o.oz 14 IS.7% J8 42.7黠 16 IB.OX ai 23.6%

守 ロ 線 ② 1971 160 ioo.oz 0 o,az JS ao.s% 91 Sfi.9% 2B ia.i% 7 4一 鶉

東 大 阪 線璽 1974 P7B ioo.oz 0 a.o% J6 12、9髯 8B 31.9% 113 +o.s% ll 11.7X

4号 鴬 岸 線 0 197h 6a 100az 0 a.oz 48 45z% IS 21.2X 14 aa.s% S 8.1鶉

東 大 阪 線 0 1978 ao ioo.o% 0 a.o% 4 io.oz io as.ax 18 IS.O% 8 20.0%

松 原 線 ② 1980 iss iao.oz a o.oz S 3.2X 91 21.9% SI 32.9X fiS 11.9%

大 阪西宮線(兵 庫) 1981 167 iao,oz a o.oz 12 7.2X zi 12.6% 6Z 39.IX 72 13.1拓

4号 湾 岸 線 ② 1982 川 iao.o% 0 o.oz 8 5.6% 38 19.1% 61 42、4筅 17 32.6X

東 大 阪 線 ④ 1983 34 ioo.o% 0 0,0X i z.sX S 11,7X 9 26.S% is SS.9%

5号 湾岸線(兵 摩) 1994 弓10 ioo.oX 0 0.O% 4 1.O% 17 4i% 81 ao.s% 305 71.1%

平 均 z,iio ioo.oz a 0.1% ass is且x fill as.oz S78 29.A% 663 31.IX

表 一3.2.1区 間 別 の 損 傷 発 生 率

胆傷発生率(%)盲

aitaltossaseofloos
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点検を実施 した鋼桁の70%に 何 らかの損傷が発生している。特に、損傷程度が高

く、早急に補修の必要がある"A"ラ ンクと判定された桁が全体の約45%に 達して

いる路線もある。また、損傷発生率を、桁が供用された年度別に比較すると、1974

年以前に供用された区間の損傷発生率が全体に高く、供用年度が新しくなるに従い、

損傷発生率が低下する傾向がある。

3.2.3損 傷 の部位別 、構造形式別分類

(1)損 傷の部位別分類

鋼桁 を支間部 と桁端部に区分 し、損傷項 目別に損傷発生径間数 と損傷発生率を比

較 したものを表 一3.2.2に 示す。

表 一3.2.2鋼 桁 における損傷項 目別の損傷発 生数(つ づ く)

(支 間部)(単 位:径 間)

繍黼

雛躑
鱒 凸凸凸6凸凸

凡例 損 傷 項 目 A 比率㈱ A十B 比宰 欄 A十B十C 比率(%1

溶 接 わ れ 19 s.ox 202 19.1X 296 12.8%

母 材 の 亀 裂 11 5.2% A3 十.ix 43 1.9%

曲 り ・ひ ず み 5 2.IX 19 1.BX i7 3.3%

切

欠

部

溶 接 わ れ 0 o.oz 0 o.ox a o.ox

主

桁

部

母 材 の亀裂 0 o.az 0 o.oz 0 0.OX

曲り ・ひずみ 2 0.9% 3 o.ax s 0.2X

HTBの 折 損 1 0.5% 1 o.iz 1 o.ox

HTBの 欠 損 ii ia.十x 12 6.8% it 3.1覧

'i//
HTBの ゆ るみ 33 tS.6X 87 8.2% 211 10.4X

靉
1の

溶 接 わ れ A o.ox 1 o.iz 8 0.3X

母 材 の 亀 裂 t 0.9X 1 o.iz i 0.3%

曲 り ・ひ ず み a o.ax :i 2.6% 119 6.5X

%//

そ

'他

部

材

HTBの 折 損 0 o.oz 2 o.sz 2 o.眺

嬲 HTBの 欠 損 32 15.i% 82 1.8X 83 3.6%

獗 HTBの ゆ るみ 3 1.1% sta 21.6X 131 18.1X

1郵 リ ベ ッ トの 欠 損 3 1.4瓢 4 o.十x S 0.Z%

華 リベ ッ トの ゆるみ 0 o.az 4 o.十x 13 0.6%一
さ び ・ 腐 食 56 t6.lz U3 17.6% 189 21.sz

桁 遊 間 の 良 否 a o.ox t o.:z t o.1%

異 常 音 1 0.5% 23 1.2% 23 1.ox

漏 水 ・ 滞 水 8 3.8% 3了 3,5瓢 129 5.6%

塗 装 状 態 0 o.ox 〉〉 1.ox 128 S.5X

添加物周辺の異常 5 :.十x 13 12器 20 0.9X

増説桁関連の異常 a o.ox 0 0.OX a 0.O%

そ の 他 9 十.:x 44 十.ix 83 3.6%

212 Boa.ox 1055 100.0冩 2307 Sao.ox

全

;
ク

A

キ

旦

i

ク

A

十

B

キ

C

i

ク
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表一3.2.2鋼 桁 におけ る損 傷項 目別の損傷発 生数(つ づ き)

(桁端 部)(単 位 径間)

凡例 損 傷 項 目 A 比率{ A十B 比寧{ A十B十 比率{

溶 接 わ れ zs 18. 5 ia. 7

‡蕪 主

縣毒
母 材 の 亀 裂 z 1.

桁

部

曲 り ・ひ ず み 1 i

HTBの 折 損

H丁Bの 欠 損

% HTBの ゆ るみ 1"'///
溶 接 わ れ

湘

翻欄
母 材 の 亀 裂

曲 り ・ひ ず み 3

そ
の

鞋睾象

材

HTBの 折 損

HTBの 欠 損 P z

// HTBの ゆ るみ io 2a. 228 奪.

嬲 リ ペ ッ トの 欠 損 昼

1;蕁リ ベ ッ ト の ゆ る み

蜜 さ び ・ 腐 食 6 56. 21 A9. 7t 51.一
桁 遊 間 の 良 否 1 1

異 常 音 i 1

漏 水 ・ 滞 水 1

塗 装 状 態

添加物周辺の異常

そ の 他 z

計 量且 ioo. 50 10, 115 書o.

全

;
ク

ム

吉

;
ク

ム

吉

さ

;
ク

鋼桁の損傷は、①腐食損傷、②亀裂損傷、③高力ボル トの欠損お よびゆ るみの3

種 類 に大別 され るが、損傷 発生傾 向は、支間部 と桁端部で異なっている。桁端部で

は腐食損傷が支配的であるのに対 し、支間部では高力ボル トの損傷割合が高い。 ま

た、亀裂損傷 に関 しては、桁端部ではその発生割合は低いが、支間部ではその割合

は高い。

(2)損 傷の構造形式別分類

橋梁形式 の差 異で損傷発生率を比較するために、床版について はRC床 版 と鋼床

版 に、桁形 式 につ いて は鋼1桁 と鋼 箱桁 に分 類 して 損傷発生率を比較 した。すなわ

ち、RC床 版 を有 す る1桁(以 下、「鋼1桁 」 という)、RC床 版 を有 す る箱桁(以

下、「鋼箱桁」 とい う)、 鋼床版 を有 す る1桁(以 下 、「鋼床版1桁 」 とい う)お よび

鋼床版 を有 す る箱桁(以 下、「鋼床版箱桁 」 とい う)に 分類、 比較 した。 また、極 端

に損傷の多いRC床 版 の影響 を除外 し、 鋼構 造物 のみの損傷発生率 として評価する

ために、鋼1桁 お よび鋼 箱桁 につ いて は床版 部の損傷 は除外 して桁部の損傷 にのみ

着 目して集計整理 した。

分析結果 を表 一3.2.3に 示 す。桁 端部 につ いては、 いずれの桁形式において

も腐食損傷が卓越 してい る。 しか し、支間部については、鋼1桁 とその他 の桁 にお
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いては、損傷発生傾 向が大 きく異なっている。鋼1桁 以外の桁 は高 力ボル トの損 傷

と腐 食の損傷が損傷全体の大半を占めているのに対 し、鋼1桁 は亀裂 損傷 の割合 が

高 い。

表 一3.2.3鋼 桁の構造形 式別の損傷発 生率

桁種別

部位 一ンク

支

間

部

桁

端

部

A

ラ
ン

ク

A

う

B

7

ン

ク

A

十

B

　

C

;
ク

A
フ

ン
ク

A
十

B
ラ
ン

ク

A

十

B

　

C

;
ク

鋼1桁 鋼箱桁 鋼床版1桁

●(43)
29.7X④(70)

43.3X

尺 ③(32)
zz.ix

鋼床版箱桁

凡例 匿贐 翻① 亀裂損傷 %②H・T・Bの 損傷 ■■■ ③ さび,轍 蕘ll・.④ その 他

()内 は,損 傷発生数f(径 間数)を 示す.
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3.3代 表的損傷 の発生形態 と進行度

前述 の ごとく、都市高速道路の鋼構造物 に発生す る損傷の多 くは、腐食損傷 と亀

裂損傷 に大別され る。この うち、腐食損傷については、点検結果 を整理することに

より、その発生傾向や進行状況について考察を進め る。

また、亀裂損傷 としては、

1)鋼1桁 の主桁 と横桁 お よび対傾構取合部(3.3.2参 照)

2)鋼1桁 の桁端 部横構 取付 ガセ ッ ト部(3.3.3参 照)

の2箇 所 に発生 した事例が圧 倒的 に多かった。1995年 度 お よび1996年 度 に実施 し

た点検 において も表 一3.3.1に 示す よ うに、 この2種 類の損傷 が多 か った。

そこで、亀裂損傷については

これ ら2種 類 を対象 として、 そ

の発生形態 について詳細に述べ

るとともに、亀裂の進行状況に

ついて過去の点検結果 と比較す

ることによ り考察を進める。

33.1腐 食 損 傷

表 一3.32は 、1995年

表 一3.3.1亀 裂 損傷 発 生位 置

位置

損傷数

鋼工桁の主桁横
桁,対 傾構取合部

鋼1桁 の桁端部横

構取付ガセット部

その他

度および1996年 度 に実施 され た点検結果 に見 られる腐食損傷の発生率を路線別に整

理 したものであ る。

損傷発生率は、表一3.3.2に 示 す とお り、概 ね供用年度 が古い路線程高 くなっ

ている。また、表 中で桁端部の腐食損傷 の発生率 と伸縮継手からの漏水の発生率を

比較 して示 した。両者の損傷発生傾向はほぼ一致 している。これは、最近では伸縮

継手の止水対策 も充実 しているで、供用年が新 しくなるに従 い漏水の発生率は減少

していることによる。

ここで、特に腐食の著 しい"A"ラ ンクの箇所 につ いてその原 因 を調査すると、

表 一3.3.3の ようになる。
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表 一3.3.2路 線 別 腐 食 損 傷 の 発 生 状 況

N

?

部位 路線名 綸 拿

点検結果 損 傷 数 量

点検径間敗

Aラ ンク Bラ ンク
■

Cラ ンク

径間数 比率α 径間数 比率(x) 径閭数 比率(x)

支

間

部

環 状 線 1964^-1967 371 8 2.2X

■

23 s.2z 108 29.1%

守 口 線 1968^-1971 349 zs 7.4X 28 8.OX 69 19.8X

森 小 路 線 1968 62 1 1.6瓢 5 8.1瓢 9 14.5X

東 大 阪 線 1968^-1983 445 17 3.8X 22 4.9% 62 13.9%

4号 湾 岸 線 ① 1974 65 2 3.1X 3 4.6% 12 18.5X

松 原 線 1980 157 0 o.ox 3 1.9% 19 12.1髭

大阪西宮線(兵 庫) 1981 167 t o.sx z 1.zx io s.oz

4号 湾 岸 線 ② 1982 144 1 o.ix 1 0.7Z 23 is.ox

5号 湾岸線(兵 庫) 1994 410 0 o.oz 0 o.ox 22 5.4%

平 均 2,170 56 2.6X 87 4.0% 334 15.4X

桁

端

部

環 状 線 1964～1967 371 21 5.7X 67 18.1% 126 34.0%

守 口 線 1968～1971 349 31 8.9X 83 23.8X 126 36.1X

森 小 路 線 1968 s2 0 o.oz s 9.7X 35 56.5%

東 大 阪 線 1968-r1983 445 13 2.9X is 4.0% 159 35.7%

4号 湾 岸 線 ① 1974 65 1 1.5X 5 7.7% 3 4.6X

松 原 線 1980 157 1 0.6% z 1.3X 11 7.ox

大阪西宮線(兵 庫) 1981 167 0 o.ox 0 0.OX 3 1.8%

4号 湾 岸 線 ② 1982 144 0 0.0% 0 o.ox s 4.2%

5号 湾岸線(兵 庫)1994 410 0 o.ox 0 o.ox 0 o.ox

平 均 2,170 67 3.1% 181 8.3X 469 2i.sx

損傷発生状況(%)

0瓢IO覧20覧30瓢40瓢50覧50聾70聾

伸縮継 手漏水

発生状況(%)

[A+B+Cランク】

0瓢25瓢50瓢75髄



腐食損傷の原因について整理

すれば、経年的な劣化もさるこ

となが ら伸縮装置や床版の打継

目な どの路面施設における局部

的な止水不良が、その直接的原

因である。

次に、Aラ ンク と判定された

箇所 につ いて、2回 の点検 か ら

損傷 進行度合 について分析する

と、表一3.3.4の ようであ

る。わず か5年 にも満たない間

表 一3.3.3腐 食 損傷(Aラ ン ク)の 原 因

(径間)

部位

要因
支間部 桁端部

RC床 版 よ り の 漏 水 23 30

床 版 埋 設 管 部 よ りの 漏 水 8 1

鋼 床 版 継 手部 等 よ りの漏水 5 1

鋼製高欄部(取 付ボル ト部等)よ
り の 漏 水

17 0

伸 縮 継'手 部 よ り の 漏 水 9 62

排 水 管 よ り の 漏 水 3 0

にOKラ ンクか らAラ ンクへ、 また、Cラ ンクか らAラ ンクへ と急激 に腐 食が進行

してい る箇所が相当数あることがわかる。

裘一3.3.4腐 食損傷 の進行度

部
位

支

間

部

桁

端

部

路 線 名

環 状
守 口
森 小 路
東 大 阪
4号 湾岸線 ①

大阪西宮線(兵庫)
4
A

点
検
間
隔

4

環 状

守 口

森 小 路
東 大 阪

3

2

2

3

4号 湾岸線 ①5
大阪西宮線(兵庫)
4

3

4
A

Aランク

個所数

9

40

1

65

4

1

1

121

27

52

16

2

97

AAA

(損傷の進行なし)

B→A

の'だ

所数

s

9

3

18

3

21

3

27

比cz)

66.7瓢

22.5%

4.6;K

14.9%

11.1%

40.4%

18.8瓢

27.8%

CAA

所数

10

3

3

i

17

7

21

7

35

比(x)

25.0%

4.6%

75.0%

100.OX

14.0%

所数

6

24

30

25.9%

40.4%

43.8%

8

4

2

36.1% i4

比(黔

15.0%

36.9%

24.8%

29.6%

7.7瓢

12.5男

14.4%

OK→ ・A

所数

3

15

i

35

1

1

56

9

s

4

2

21

比

33

37

100

53

25

ioo

xi

3%

5%

ox

8%

ox

o%

46.3%

33.3%

11.5%

25.0%

100.0%

21.6%

以上か ら、腐食損傷に対する今後の対応を考えるならば、損傷を早期に発見し、

損傷箇所に対し適切な防錆処理を施すことはもちろんのこと、損傷の原因となって

いる伸縮装置には遊間部からの漏水対策、床版には全面にわたって防水層を敷設す

るなどの適切な漏水対策を施すことが重要であるといえる。

3.3.2鋼 工桁橋 の横桁 および対傾構取 合 い部の亀裂損傷

写真一3.3.1に 示 す ようにRC床 版 を有 す る鋼1桁 橋 には、荷 重分配横桁 が

主桁 に直交 して取 り付け られているが横桁 の上 フランジと主桁の上フランジの間に

隙間があ り、その部分にはスカラップを有する板厚t=9㎜ の台形 を した主桁 と横

桁 の取 り合 い部補剛材が設置されている。
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また、橋軸方向約6mに1ヵ 所程度

の割 合で 中間対傾構 が設 け られてい る

が、 これは主桁の垂直補剛材 に高力ボ

ル トによ り取 り付 け られてい る。その

垂直補剛材の上端 にはスカラ ヅプがあ

り、主桁上 フランジに溶接接合 されて

いる。そ して、対傾構 と主桁 の上 フラ

ンジの間には荷重分配横桁 と同様 に隙

間がある(図 一3.3.1)。

以下、両者 を総称 して 「ウェブギャッ

プ部」 という。また、このような主桁

と横桁の取 り合い部補剛材 または対傾

写 真 一3.3.1

RC床 版 を有 す る鋼1桁 橋

構が取 り付けられた垂直補剛材を総称 して 厂ウェブギャップ板」 という。

これ らウェブギャップ部において亀裂が発見されている。当該亀裂はその発生部

位により4種 類の タイプに区分 され る。タイプ1の 損傷 は ウェブギ ャ ップ板 と主桁

上 フランジまたは横桁上フランジとのすみ肉溶接部に発生する亀裂、タイプ2の 損

傷 は ウ ェブギ ャ ップ板の母材 に発生する亀裂、 タイプ3の 亀裂 は ウェブギ ャ ップ板

と主桁 腹板 とのすみ肉溶接部に発生する亀裂である。 また、タイプ4の 損傷 は主桁

の腹板 に発生 す る亀裂で、上 フランジとのすみ肉溶接止端部に発生する亀裂および

ウェブギャップ板のスカラップ部の回 し溶接止端部に発生する亀裂の2種 類があ る。

図 一3.3.1に 当該損傷 発生箇所 の見取 り図お よび一般的な亀裂パター ン図を

示す。

横桁取合部補剛材の代表的な損傷 対傾構取合部補剛材の代表的な損傷

図一3.3.1主 桁 と分 配横桁 お よび対傾 構 との取合部の

見取 り図と亀裂パターン図

各 タ イ プの 代 表 的 な損 傷 写 真 を写 真 一3.3.2～3.3.5に 示 す 。
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表一3.3.5は 、1995年 度 お よび1996年 度 に実施 され た点検 で発 見 され たこ

れ らの亀裂損傷を各タイプ別に整理 したものであ る。

点検では塗膜亀裂 と亀裂損傷 を区分 しているが、判定はいずれ もCラ ンク として

い る。表 中では両者 を分離 して示 した。亀裂損傷 としては
、タイプ1の 亀裂 が圧倒

的 に多 く、 次いでタイプ4の 亀 裂が続 く。 しか し、 タイプ4の 亀裂 につ いて は、損

傷 箇所 の8割 以上 が部材本体 に亀裂 はな く塗膜 にのみに亀裂があるものであ り
、実

際に部材本体に亀裂 を有するものは少ない。

次に、 タイプ4の 亀裂損傷 を有 す る箇所 で、部材本体にも亀裂を有すると判定さ

れた32格 点 につ いて、タイ プ4以 外 の亀 裂(タ イプ1～3)の 発生状 況 を調査 した
。

その結果 を表 一3.3.6に 示す。
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表一3.3.5主 桁と分配横桁および対傾構取合部の亀裂損傷発生状況

路 線 名

点検

径間数

損傷径間数 損傷

格点数

タイブ別損傷数量(格点数) 前 回 点 検 時
か らの損傷格点

増加量(点検年度、
1 2 3 4

径間数 比率(X)
実
鯲
螢
鰕
実
鰕
螢
鰕
実
鰕
螢
鰍
実
鯲
螢
鯲

環 状 繚 241 45 18.7X 187 183 3 11 0 3 2 2 i 45(1990今1995)

守 口 線 230 ioo 43.5X 430 280 iii ii 0 7 0 ii 21 221(1990->1995)

森 小 路 綜 57 2 3.5X 2 1 1 0 0 0 0 0 0 1(19901995)

東 大 阪 翌 306 121 39.5X 354 187 73 28 0 29 4 is 94 82(1991-X1996)

4号 湾 岸 線(£ 43 0 o.oz 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0(1991-X1996)

松 原 線 90 22 24.4X 34 1 2 0 0 0 Q 3 28 8(19921996)

大 阪西宮線(兵 庫 127 0 o.oz 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0(19921995)

4号 湾 岸 線 ② 20 0 o.oz 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0(1991-X1995)

5号 湾岸線(兵 庫 123 0 O.OX 0 0 0 0 0 0 0 0 0 一

合 計 1,237 290 23.4男 LOO7 65Z 196 50 0 39 s 32 144 357

訳 タイプ1 タ イプ2 タ イプ3 タイプ4

対傾構部
亀裂

亀裂
、 0

3 一uノ y1 ノ1 w

」梦 li
i
§ 梦 鄲

ll

撰 隴
置
§

'ar黄 桁 部

亀裂 亀裂

等
0 一

斗 冴

靠 一3.3-6タ イプ4魯 裂 の 弊 牛 と他 の 亀 裂 発 生 との 関係

タイプ4亀 裂

発生箇所

タ イ プ1,2,3亀 裂 有 り
タイプ1,2,3

亀 裂 な し

腹板の片側 に有 り 腹板の両側

に有 りタイプ4の

有 る側

タイプ4の

な い側

腹板の片側

外桁外側 / 3 i s

外桁内側 0 / i 0

内桁 2 0 1 2

腹板の両側 外桁 7 /. i 0

内桁 1 / 10 0

注)全 て実亀裂を対象 とす る。
斜線部は該当箇所 な し。

腹板の両側にタイプ4の

亀裂 があ る格点 では、 すべ

て タイプ1～3の いずれ か

の亀裂 を伴 って い る。これ

に対 して、腹板の片側 にだ

けタイプ4の 亀裂 を有 す る

格 点では、他 のタイプの亀

裂が全 く存在 しない格点 も

ある。特に外桁の外側 にだ

けタイプ4の 亀裂 が発生 して いる箇所 においてその傾 向が強い。タイプ4の 亀裂の

進行 はタ イプ1～3の 亀裂の発生 に大 き く影響 され るものと考えられる。

次に、標準的な鋼1桁 橋 を対象 として各主桁位 置 または横桁および対傾構位置に

おける亀裂損傷の発生分布を表一3.3.7に 示す。 この表か ら判明 した ことは下

記のとお りである。

(1)主 桁間 での比較

1)亀 裂損傷 は、外桁お よび第1内 桁(外 桁 に隣接 す る桁)に 集 中 してい る。

2)外 桁 と第1内 桁 との比較で は、荷 重分 配横桁の位置において、外桁での亀裂

一30一



損傷の発生率が高い.

3)対 傾構の位置においては、5本 主桁で横桁および対傾構が3箇 所のものを除

けば、逆に第1内 桁での損傷発生率が高くなる。

4)タ イプ4の 亀裂に限定すれば、いずれも外桁での損傷発生率が高くなってい

る。

(2)横 桁および対傾構の位置での比較

1)分 配横桁が支間中央部にのみ配置されている桁については
、分配横桁位置を

頂点として桁端部に向かうに従い、亀裂損傷の発生率は低 くなる。
2)分 配横桁が複数配置されている桁では、亀裂損傷は分配横桁の位置に集中し

ている。

3)タ イプ4の 亀裂については、分配横桁の位置での発生率が圧倒的に高い
。

表 一3.3.7 格点別亀裂損傷発生傾向の比較(つ づく)
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表一3.3.7格 点別亀裂損傷 発生傾 向の比較(つ づ き)

5本 主桁

横桁,対 傾桐

7箇 所

(分配横桁3箇 所)

主桁間隔 3.8Sm

橘 長{平 均45.4m)

45.Oti49.Om

対象径間数

守口線:

東大阪線:

堺線:

AO計

1径間

12径 間

3径 間

16径 間

6本 主桁

横桁,対 傾構

5箇 所

主桁 間 隔{平 均3,5im}

3.03m～3.61皿

橋 長{平 均31.lm)

25,0m～35.Om

対象径間数

守口線:12径 間

堺線:9径 間

神 戸西宮線:55径 間

合計:76径 間
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次に、当該損傷の進展度合について述べる.こ の種 の亀裂 は、1983年 に初 めて発

見 され て以来 、15年 が経過 したが、 表 一3.3 .5中 に示す ように各路線 間 にお い

て損傷 の増加率に若干の差 はあるものの、現在において もその発生数は確実に増加

して い る。 また、

この亀裂 の 中で も

特 に重 要 な タイ プ

の4亀 裂 について、

亀 裂 長 の経 年 伸 展

状 況を表一3.3.

8に ま とめ た。

亀 裂 の 大 半 は 前

表 一3.3.8タ イプ4の 亀裂 の経 年伸 展状況

注)実 亀裂を有する32格 点にういて腹板の片側単位で比較 した。

前回点検時 最新点検時 箇所数 点検間隔

健 全 亀 裂28

4～5年
塗膜われ 亀 裂9

亀 裂 亀 裂 伸び有り2

伸びなし11
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回点検時には未損傷 であるか、 または塗膜われのみであったものが、最新の点検で

は実亀裂 と判定 されてお り、この種の亀裂損傷は進行 してい ることがわか る。ただ

し、前回点検時にすでに亀裂が発生 していた13箇 所 の内、亀裂 長の伸 展 が認め られ

たのは、わずか2箇 所 で あ り、残 り11箇 所 につ いては全 く亀裂長 の伸展 が認め られ

なかった。この ことは、タイプ4の 亀裂 はあ る程度 の長 さに達 す ると、伸展速度が

低下する傾向があるもの と考え られる。

3.3.3鋼1桁 橋の桁端部横構取付 けガセ ッ ト部の亀裂損傷

ニーブレース形式の端横桁を有する鋼1桁 橋 において、外桁 に隣接 す る桁(以 下、

「第1内 桁 」 という)の 支点部 にあ る桁端 部横構取 付 ガセ ットの垂直補剛材用スカ

ラップ部近傍で亀裂が発見されている。亀裂は、図一3 .3.2に 示す2種 類 に大

別 で きる。

(1)横 構取付 ガセ ッ トと腹板 との溶接部に沿 った亀裂

(主 桁腹板 に伸展 す る場合 があ る)

(2)支 点上垂直補剛材 と腹板 との溶接部に沿 った亀裂

A-A断 面図

図一3.3.2桁 端部横構取付 ガセ ッ ト部 の損傷箇所 と亀裂発生状況

発見された亀裂の共通事項として、

(1)ス カラ ップ内部 の ウェブ側 面に発 生 している。

(2)垂 直補 剛材 とウェブまたはガセ ッ トとウェブの両方のすみ肉溶接止端部か

ら発生 している。

(3)亀 裂は進展性 の ものであ る。
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表 一3.3.9は 、1995年 度 お よび1996年 度 に実施 され た点検 にお いて確認さ

れたこの種類の亀裂損傷を路線別に整理 したものであ る。桁端部横構取付 ガセ ッ ト

部の亀裂損傷 は、表一3.3.5と 比較 すれ ばわか るように横桁 お よび対傾構取合

い部の亀裂損傷 が多い路線に多発 している。また、損傷の経年進行は、前回点検時

か ら今回の点検に至るまでの問(約5年 間)に かな りの損傷格 点の増加 があ った。

表一3.3.9桁 端部横 構取付ガセ ッ ト部 の亀裂発生状況

路 線 名 損傷径間数損傷格点数

部 位 別 損 傷 発 生 数 前回点検時

からの損傷格点

増加量(点検年度)

ガセット溶接部 垂直補剛材溶接部

実亀裂 塗膜亀裂 実亀裂 塗膜亀裂

環 状 線 a 0 0 0 0 0 0(19901995)

守 口 線 40 90 39 51 2 55 14(19901995)
森 小 路 線 0 0 0 0 0 0 0(19901995)

東 大 阪 線 6 13 10 3 2 1 5(1991-31996)
4号 湾 岸 線 ① 22 37 20 3 33 4 17_(1991-X1996)
松 原 線 2 2 1 1 0 0 0(1992-X1996)

大 阪西宮線(兵) 1 1 1 0 i 0 0(19921995)

4号 湾 岸 線 ② 0 0 0 0 0 0 0(19911995)
5号 湾 岸 線(兵) 0 a 0 0 0 0 一

合 計 71 143 71 58 38 60 36

3.4結 言

過去に実施された点検結果を用いて、都市高速道路鋼構造物に生 じている損傷に

ついて、その発生形態や進行度合を分析した。結果をまとめると以下のとお りであ

る。

(1)腐 食は伸縮装置などからの漏水が原因のことが多 く、腐食部分の補修だけ

でなく、原因の漏水を止めることも併せて実施する必要がある。

(2)ウ ェブギャヅプ亀裂損傷は橋軸方向にはスパン中央付近に、橋軸直角方向

には外桁に多発 していることがわかった。特にこの傾向はタイプ4亀 裂にお

いて顕著である。

(3)桁 端部横構取付ガセット部の亀裂損傷の発生が多い路線ではウェブギャップ

部の損傷発生も多 く、両者の損傷発生には何 らかの関連がある。

以上で述べたように、損傷の発生率やその進行度合を定量的に把握することは、

今後の点検周期や補修時期、補修方法などを設定する上において重要である。

本章に述べられていることを利用することにより、損傷発生の予測も可能になり

予防保全のための基礎資料ともなる。
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第4章 腐食損傷に対する溶接補修

4.1緒 言

漏水 が原 因で、都 市高速道路鋼構造物に腐食損傷が発生 している。

腐食損傷 の補修方法 としては、腐食が軽微であれば、腐食部分 をケレンの後、再

塗装を施 すのが一般的であ る。 しか し、腐食によ り著 しい断面欠損 を生 じている場

合には、新規部材 に取 り替えるなどの大規模な補修が必要となる。

本章では、都市高速道路の桁端部および桁中央部に生 じた著 しい腐食損傷につい

て、その状況および補修方法の概要を述べ、補修後の追跡点検の結果について述べ

る。なお、両補修工事 ともに、交通供用下で実施 されたものである。

4.2桁 端 部 の腐 食損 傷

4.2.1損 傷 状 況 お よ び原 因究 明1)

図 一4.2.1に 示 す鋼 単

純 合 成1桁 橋 の 外 桁 の 支 点 付 損傷箇所

灘養蕪釧
点検 ・調査の結果、損傷部

の鋼板は錆びて外皮は雲母状

に剥離 し、腐食はかな り進行 図一4 .2.1桁 端部 での腐食損傷発生箇所
して いることが確認された。

支承から約1mの 範囲の主桁腹 板 と下 フラ ンジ との接合部付近の損傷が特に著 しく、

板厚12㎜ の フラ ンジが最 小6㎜ 程度 まで断面欠損 してお り腹板下端では腐食孔が認

められた。また、支承本体はもちろん、アンカーボル トなどの支承付属品まで完全

に腐食 していた。

(a)損 傷状 況(b)支 承付近

写真 一4.2.1桁 端部の腐食損傷状況
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損傷の発見、損傷状況の把握に続き、損傷原因を究明するための調査を実施 した。

調査の結果、写真一4.2.2に 示 す よ

うに伸縮 装 置お よび建 設時に伸縮装置を

設置するために床版端部から1mほ どは

コ ンク リー トを後で打設 したために生 じ

た打継 目か らの漏水が原因であ り、コン

ク リー ト床版打継目か ら流出した遊離石

灰が鋼桁表面に付着 し、当該損傷部は常

に湿潤状態にあったため、腐食が急速 に

進行 した。

写真 一4.2.2

桁端部 の床 版打継 目か らの漏水

4.2.2補 修 方法の検討2)

都市高速 道路 の本線の場合 、交通 量が多 く、補修工事では、通常、通行止めを行

うことはで きない。 しか しなが ら、当該箇所は2車 線 を有 す る出路であ り、 また、

通 行台数の比較的少ない休 日に補修工事を実施することが可能であった。そこで、

桁 を仮受けする対策を特に設けず、2車 線の うち工事 を行 う桁 の直上の1車 線 だけ

を交通規制 して、補修 工事 を実施する方向で補修方法を検討 した。

補修方法 としては、

(1)主 桁腐 食部 を切 断除去 し、新 しいT形 部材 を溶接 あ るいは高 力 ボル トで接

合 し、原形に復旧する。

(2)主 桁腐食部 を切 断 除去 し、下 フラ ンジ部 を溶接により復旧し、切欠き桁 に

形状変更する。

の2案 を考 え、作業 中の安全性、改造後の耐荷力についての実験的検討1)を 行 った。

その結果、 本橋 の場合、(1),(2)の いずれの方法 も施 工可能 であ ることがわかっ

たが、(2)の 方法 に よれ

ば補修 後、 支承 が従来 よ り

高 く設置され、防錆上有利

となるなど維持管理が容易

になることを考慮 して この

方法 を選定 した。

4.2.3補 修工事

補修 工事 に先立 ち実施 し

た各種の検討成果を反映 し

た施工手順 を作成 し、現地

補修工事 を行 った。施工手

順 を図一4.2.2に 示 す。
図 一4.2.2桁 端 部腐 食損傷の施工 手順
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なお、補修工事に際 して事前に試験桁を用いた室内実験 を実施 した。補修工事に

反映 した実験の成果は、以下のとお りである。

(1)図 ～4.2.2右 上の水平補 剛材B～Eを 取 付 け る工程 を省 略 して、腹板

を切断すると桁 中央のたわみは図一4 .2.2に 示 す施工 手順 で実施 した場

合 に比べ て増加する。

(2)腹 板 の面外 変形 は無視 で きる。

(3)一 連の熱加 工 を行 って も、 温度 に

よる降伏点、ヤ ング率の低 下する範

囲は溶接線のごく近傍に限 られ、全

体の安全性を損なうことはない。

(4)切 欠 き部が桁 の耐荷力 を支配 す る

ものではない。

補修後の状況を写真一42.3に 示す。

写 真 一4.2.3桁 端 部 腐 食 損 傷補ll多後 の 状 況

4.2.4追 跡 点 検 の 結 果3)

追 跡 点 検 と して、 まず 目視 に よ る外 観 調 査 を行 った 。補 修 後12年 経 過 した補修 箇

所 の状 況 を写 真 一4.2.4お よび 写 真m.2 .5に 示 す 。

写 真 一4.2.4補 修 箇 所 写 真 一4.2 .5補1彦 箇 所 の上 部 お よ び床 版

写真 一4.2.5か らわか る ように、腐 食 の原 因 となる伸縮継手部の止水 につい

ては、その対策が万全 とは言えず、降雨時に漏水が見 られ、補修後、再び腐食が進

行 している。

補強方法は、新設の切欠桁 と同様の、設計基準に準拠 した割込みフランジタイプ

を採用 しているため、構造的な補強効果については十分発揮されているもの と言え

る。ただ し、供用下における現場溶接で補修を行 っているため、接合部の健全性が

懸念 されたが、 当該部分に欠陥は発見されなかった。以上のように、伸縮装置か ら

の漏水により再度、桁に腐食が生 じているものの、溶接 に起因する損傷はなかった。
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4.3桁 中央部 の腐食損傷

4.3.1損 傷状況 および原 因究明1)

図 一4.3.1に 示す2径 間連続 非合成1桁 橋 のスパ ン中央付近 にお け る外桁の

腹板、垂 直補剛材下端および下フランジに写真 一4.3.1に 示す ような腐食 損傷

が発見 され た。

写 真 一4.3.1

桁 中 央 部 で の 腐 食 損 傷

(b)損 傷部

(a)腐 食損傷橋 梁
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損傷状況を把握す るため、および損傷原 因を究明するため、損傷箇所に接近 し、

点検 ・調査 したところ、腹板、垂直補剛材 および下 フランジの腐食は著 しく進行 し

ていることが確認された。そこで、これ らの部材の腐食の進行具合および残存板厚

を求めるため、超音波探傷による板厚測定 を行った。その結果、設計板厚9㎜ の腹

板 は3.8㎜ に、19㎜ の下 フランジは13.6㎜ に減少 して いるこ とがわかった。

損傷状況の把握 に続 き、損傷原因の究明を行 った。当該損傷部の腐食が急速に進

行 したのは、 この部位 が常に湿潤状態にあ るためであ り、 これは、写真 一4 .3.

2に 示 す ようにコ ンク リー ト床版 の打継 目やその存置型枠材か らの漏水 によるもの

と判明 した。

(a)床 版打継 目か らの漏水(b)存 置型枠材 か らの漏水

写真 一4.3.2桁 中央部 に おけるRC床 版 か らの漏水

4.3.2補 修 方法の検討4)

この種 の損傷 の補修方法 として は、腐食の進行を止め るため、腐食部分をケレン

した後、再塗装する方法が一般的であ り、必要に応 じて、補強部材を取 り付ける場

合もあ る。

当該損傷部分は断面欠損が大 きすぎるため、再塗装す るだけの補修方法では不十

分であ り、補強部材を取 り付ける必要があ った。 ところが、補強部材の取付けにあ

たっては、本橋が前述(4.2項)の 桁端 部 の腐 食損傷 の場 合 とは異な り、都市高

速道路の本線に位置 していたので、交通 を止めずに施工 しなければな らなかった。

さらに、最大の問題点は路下条件等か ら支保工が使えないことであ った。そこで、

供用下で支保工を用いないで腐食部を取 り除 き、元 どお りの部材に取 り替 える工法

を考えた。

この工法は、図一4.3.3に 示 す とお り、施 工 中に発生 す る応力を一時的に受

け持つ仮設部材(バ イパ ス材)を 取 り付 け た後、腐食 部分 を撤 去 し、新 たに製作 し

た部材を腹板は高力ボル トで、下フランジは溶接で取 り付けるものであ る。

工事に先立ち、 この工法の有効性を確認するための静的試験 を模型桁によ り行 っ

た。図 一4.3.2に 静的試験 におけ る施 工手順 お よび各施工段階における応力分
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布 を示す。

静的試験の結果、仮設部材は、図一4.3.2に 示 す ように既設部材撤 去 時には

応 力部材の機能を果た し、工事完了時には溶接による収縮力がプレス トレス として

作用 し、ほぼ無応力とな り、補修工事完了後 には撤去で きることがわかった。

(単位:㎏f/c皿2)

図一4.3.2静 的試験 における施 工手順 および各施工段階における応力分布

4.3.3補 修工事

補修 に先 立 ち実施 した各種 の検討成果を反映 した施工手順 によ り、現地補修工事

を行 った。実橋における施工手順を図一4.3.3に 示 す。

図 一4.3.3桁 中央部腐 食損傷 の施 工手順

なお、補修工事に反映 した事

前の実験結果は、以下の とお り

であ る。

(1)模 型桁の開先形状(V

開先、裏波溶接)で は、

初層溶接 に割れが発生 し

たので、開先形状はX開

先 に変更 し、 ガ ウジ ング

によ り欠陥層を除去する。

(2)溶 接線が交差 す る腹板

にスカラ ップを設け、溶

接は リレーパス方式で行

う。

(3)現 地施 工に当たって は、

最大限振動を押さえる。

(4)ル ー ト間隔 は1m以 下

にす る。

なお、補修工事 にお いては、

実験の成果に基づいて、

1)溶 接 の開先形状 をX開 先

一40一



とし、ガウジングにより欠陥層を除去する。

2)溶 接線 が交差 す る腹板 にスカラ ップを設け、溶接は リレーパス方式で行 う。

3)現 地施 工 に当たって は、最大限振動を抑え、また、ルー ト間隔は1㎜ 以 下 に

す る。

こ とに した。溶接 の開先形状をX開 先 に

し、 ガ ウジングによ り欠陥層を除去す る

ことに したのは、実験桁の開先形状(V

開先)で は、初 層部 分 に亀裂が生 じたた

めである。

補修後の状況 を写真 一4.3.3に 示

す。

写 真 一4.3.3桁 中央 部腐 食 損 傷 補ll多後 の状 況

4.3.4追 跡 点検 の結果3)

(1)外 観調査結果

追 跡 点 検 と し

て 、 補 修 部 に接

近 し、 目視 に よ

る 外 観 調 査 を

行 った 。補修 部

の状 況 を写真 一

4.3.4に 示

す。

外 観 調 査 の 結

果 、 補 修 部 の 水

平 補 剛材 下方 か

ら下 フラ ンジに

か けて 桁 の外 側

と内側の双方で、

(a)桁 内側(b)桁 外 側

写 真 一4.3.4補ll多 部

床版か らの漏水 による損傷が再び発生 してお り、さらに上フランジ端部 に沿 って遊

離石灰 と錆が発生 していることが確認された。主桁中央下フランジの錆 の範囲は約

15cm角 程 度で、補修 前の状況 と比較 すると軽度の損傷であ り、腐食 も発生 していな

か った。なお、補修時に腐食部分を切除された垂直補剛材に損傷 は見 られなかった。

溶接補修部については、溶接補修部の塗装ケ レンを行い、溶接部の 目視調査を実

施 したが、溶接部表面に亀裂や腐食は認められず、溶接補修部は健全であると判定

した。
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(2)溶 接部非破壊試験 結果

塗装 ケ レンを行った溶接部について超音波探傷試験および放射線透過試験を実施

した。写真一4.3.5に 主桁 下 フラ ンジ溶接部 の非破壊 試験状況を示す。

1)超 音波探傷試験

超音波探傷試験 は、JISZ3060(1994>に 基 づ いて実施 したが、主桁 下 フランジ溶

接部において欠陥と判定され るようなエコーは確認されなかった。

2)放 射 線透過試験

放 射線透 過試験 は、JISZ3104(1968)に 基 づいて実施 した。結果 を表 一4.3.

1に 示す。調査 した4カ 所 で溶接 部 に ブロー ホール を確認 したが、 これは、その大

きさが非常に小さ く1種1級 の欠陥で あ った。1種1級 の欠陥は、JISZ3104附 属

書4に よれば、合格 判定 の許容 内であることか ら、補修箇所の溶接 は全て合格 と判

定 した。

表 一4.3.1放 射 線 透 過 試 験 結 果

調査位置 状 態 欠陥の等級分類 判定

測点

No.1
φ1.2(BH) 1種1級 合格

測点

No.2

φ0.6,φ0.8

(BH)
1種1級 合格

測点

No.3
φ1.0(BH) 1種1級 合格

測点

No.4

XO.6,X1.0

(BH)
1種1級 合格

※BH:ブ ロー ホー ル

写真 一4.3.5溶 接部非破 壊試験状況

(3)試 験車 走行試験

外観調査 、溶 接部非破壊試

験に引き続いて、試験車走行

試験 を行い、補修部の応力分

布 を調査 した。

試験車走行試験においては、

重量20tfの 試験車 が補修 箇

所 直上 を単独 で走行 した時の

ひずみ を測定 した。ひ ずみ

ゲージ貼付位置を図一4.3.

4に 示す。測定 したひずみか

ら求めた断面A-Aお よびB-B

の応 力分布 を図 一4.3.5

に示す。

図 一4.3.4試 験車走行試験 におけ る

ひずみ ゲージ貼付位置

一42一



図 一4.3.5補 修 部 の 応 力 分 布

旧部材断面A-Aと 新部材 を含む 断面B-Bと を比較す ると、主桁高400㎜ までの ウェ

ブの応 力伝達状況 が異 なフていることが確認できる。これは、断面A-Aが 連続 した

旧部材 断 面 下 フラ ンジ にボル トで添

接板 が取付 け られている部材であ る

のに対 し、断面B-Bは 添接板 によ っ

て新 部材 と旧部材 を接合 した非連続

な部材断面であるためである。

一方、下フランジにおいては、

旧 部 材(A4:117kgf/cm2>と 新 部 材

(B4:109kgf/c皿2)で ほぼ 同程 度 の応力

となってい る。

次 に、 ウエ ブの旧部材 と新部材 に

設けた3軸 ひ ずみゲー ジか ら求め た

主応 力の方向および大 きさを図一4.

追越車線走行による3軸 応力

旧部材

一.一 ●一 ■一 ■ 鹽 幽

E

72.65

鹽o

厂inn

厂

新部材
72.84°

噛一.一 ・一 ・一

最 大 主 応 力

112kgf/cmZ

i

E測 点 ・最大恥 力
●

125kcm2

7--

r寸 賄
w.

1俸曾 ＼

溶接部

図 一4.3.6主 応 力 方 向 お よび 大 き さ

3.6に 示す 。旧部材 と新部材 を比較 す ると、主応力の方向も大 きさもほぼ同様の

傾向を示 し、応力伝達がスムーズに行われていることがわかる。

以 上 の 結 果 か

ら、 バ イパ ス工

法 に よ る補 修 部

は、補修後13年

経 過 し た が 応 力

の 伝 達 は ス ム ー

ズ で あ り、 問題

は な い もの と判

断 した。

と こ ろで 、 当

該橋 梁 は、 非 合

図 一4.3.7
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成2径 間連続鋼1桁 橋であるが、補修部断面の上下フランジの実測応力を理論値と

比較 したところ、図m.3.7に 示すように合成桁 として解析した値に近い結果

が得 られ、実際には合成桁としての挙動を示 していることが確認された。

(4)応 力頻度測定

追跡点検の最後に実

交通に よる応 力頻度測

定を行 った。

応力頻度測定箇所 を

図一4.3.8に 示 す。

応 力頻 度 分 布 の評価

に は 、 中 央 値 お よび

90%レ ンジの 上 限値、

下限 値 を用 い るこ とと

した。

測定結果 を表 一4.

3.2に 示 す。

◎:上 下フランジ応力頻度測定箇所
○:上 フランジ応力頻度測定箇所
▲:応 力頻度単軸(橋軸方向)ゲージ貼付箇所

図 一4.3.8応 力 頻 度 測 定 箇所

表 一4.3.2下 フ ラ ンジ応 力 頻 度 測 定 結 果(単 位:kgf/c皿2)

測定対象

①試験車走行

測定時

(20tf)

応力頻度測定時

②90%レ ンジ

上限値

(○/OO

③中央値

(●/O)

④90%レ ンジ

下限値

(●/O)

S412G1桁 166 236(1.42) 105(0.63) 53(0.32)

S412G3桁 189 184(0.97) 105(0.56) 53(0.28)

S412G4桁 iss 184(0.97) 105(0.56) 53(0.28)

S413G1桁 174 210(1.21) 131(0.75) 53(0.30)

S413G3桁 210 210(1.00) 131(0.62) 53(0.25)

S413G4桁 116 131(1.13) 79(0.68) 26(0.22)

表 一4.3.2の 中央値 を見 る と測定 した どの下 フランジにも100kgf/cm2程 度 の

引張応 力が発生 して い るこ とがわかる。これ は、20tf試 験車 に よって確認 された応

力度 か ら換算すると12tf程 度 の車両 が走行 した状 態 に相 当する。また、通行車両の

重量の大 きなものの代表値 と考えられ る90%レ ンジ上 限値 では、S-412,S-413のG1

桁 に試験車走 行測定 時 よ り大 きな応 力が生 じている。これは、試験車 よ り重い車両

が通 ったため、あるいは、車両がG1桁 に近 い ところを走行 したためである。

次に、応力頻度測定結果に基づいて、応力頻度測定箇所お よび溶接補修部の疲労

損傷度 と疲労寿命を調査 した。結果を表一4.3.3に 示す。表 一4.3.3よ り、

打切 り限界 を考慮 した溶接部の疲労寿命が2000年 以 上 とな ることが確 認 され、溶接

補修部の疲労強度も全 く問題がないといえる。
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表一4.3.5打 切 り限界 における疲 労損傷度 と疲労寿命(疲 労寿命:年)

5-412 5-413
GILlG3LIG4L GILlG3LIG4L 溶接部

主桁部(下 フランジ):D等 級 F等 級
打切り限界
考慮

疲労損傷度 2.9×10-41.2×10輌52.6×10-59.3×10-43 .9×10-4 0 4.9x10_4
疲労寿命 3,455 82,062 38,540 1,071 2,555 oo 2,058

※打切 り限界:主 桁部(398kgf/c皿2),溶 接部(214kgf/c皿2)

4.4結 言

本章では、橋梁の端部と中央部という全 く条件の異なる箇所で発見された腐食損

傷に対する補修工事および補修後の追跡点検について述べた。

いずれも、交通供用下での工事であ り、工事に先立って実験室で静的荷重作用下

での挙動を慎重に検討 し、実験室で得 られた成果を現場施工に反映した
。

ここで述べた工法には汎用性があり、若干の修正を加えることにより幅広 く採用

できる。特に、桁中央部の補修に採用 した 『バイパスエ法』は容易にベントが設置

できない市街地には非常に有効な工法である。

両工法 ともに、大規模な溶接による補修工事のため、その後の追跡点検を実施 し
てお り、これまでの目視による点検、非破壊試験、試験車走行試験、応力頻度測定

試験、および疲労寿命照査によれば、当該部分は健全であることが確認された
。 し

かしながら、腐食損傷の原因である漏水対策が十分でな く、一部には錆が再発生し
ているところもあり、根本的な対策が必要である。
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第5章 亀裂損傷に対する溶接補修

5.1緒 言

予想 を超 え る重車 両の増加 な どに伴い、都市高速道路鋼構造物に疲労 による亀裂

損傷が発生 していることは先に述べたとお りである。

本章では、都市高速道路の鋼1桁 橋 に多 く発 生 してい るウ ェブギャップ部および

桁端部横構取付ガセ ッ トプレー ト付近に生 じた疲労が原因と思われる亀裂損傷 につ

いて、原因の究明、溶接 を用いた補修方法および追跡点検の結果について述べてい

る。なお、両補修工事 ともに、交通供用下で実施 されたものである。

5.2鋼 工桁橋の桁端部横構取付 けガセ ッ トの損傷1)'2)

5.2.1損 傷状況 および損傷要 因分析

写 真 一5.2.1に 示す よ うに鋼1

桁橋 の支点部(桁 端 部)に あ る横 構 取

付 けガセ ッ トプレー ト(以 下、「ガセ ッ

ト」 とい う)の 取 合部 近傍 に亀裂 が発

見 されて いる。

点検結果を分析 し損傷傾 向を把握 し

たうえで、有限要素法(FEM)解 析

に よ り損傷 原 因 を解 明 し、模 型 による

疲労試験によ り補修方法について検討

した。

写真一5.2.1桁 端部横構

取付 けガセ ッ ト近傍 の損傷状況

(1)点 検 デ ータの分析

点 検 デ ー タ を分 析 した結果、

当該亀裂損傷が発生 して いる橋

梁には下記の共通点があった。

1)横 構 があ る。

2)端 横 桁 が 図 一5.2.1

に示 すよ うなニー ブレース形

式であ り、端ス トラッ トがな

い。

3)ガ セ ッ トに は 垂 直 補 剛 材

を避 け るた め に図 一5.2.

2に 示 す よ うな ス カ ラ ップ が

あ る。

図 一5.2.1ニ ーブ レース形 式 の 端横 桁
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4)亀 裂は外桁 に隣接 す る中桁(G2桁)の 支点部 で発生 してい る。

5)単 柱橋脚 上であ るこ とが多い。

(2)FEM解 析

亀裂が発生 してい

る典型的な鋼1桁 橋

を対象 として、FE

M解 析 を行った。ま

ず、対象橋梁を全体

構造系で解析 し、次

にそれにより得 られ

た境界接点断面力を

ズームアップした部

分構造系の境界に載

荷する手法を用いた。

図一5.2.2桁 端部横構取付 けガセ ッ ト近傍 の平面図

全体構造系の荷重条件は、着 目するウェ

ブに最も大きい応力 を生 じさせ る橋面

上の位置 に、衝撃を考慮 しないT-20

荷重 を1組 載荷 した。

部分構 造系の解析 によ り図一5.2.

3に 示 すような応 力分布 図が得 られ た。

結果をまとめると次のとお りであ る。

ガセ ッ トのス カラ ップ近傍の ウェブ面

に0.13㎜ の面外変形 が生 じ、局 部的 な

板 曲げ応力2048kgf/cm2が 発生 す るこ

とが判 明 した 。 この応 力は、横構 は本

来、風荷重な どによる水平荷重に抵抗

する部材であ り、活荷重のような鉛 直

荷重では応力が発生 しない部材 として

設計されているものであるが、実際は

活荷重 によ り横構に軸力が発生 したこ

とによるものであ り、断面欠損箇所で

あるスカラップが構造的に好 ましくな

いと推定 された。 この時の横構軸力は

1.6tfで あ り、 設計 上、 活荷 重 の よ う

な鉛 直力の載荷では、横構には軸力が

発生 しないもの とされていたが、実際は、1.6tfの 軸力が発生 した。

(3)模 型 によ る疲労試験

スカ ラ ップ を有 するガセ ッ ト、 ウェブおよび垂直補剛材な ど実橋 と同じ構造要素
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を持つ部分模型(図 一5.2.4)に よ り疲労 試験 を実施 し、疲労強度 を調べた。

図に示す とお り荷重載荷方向が実橋 と模型で異なるが、着 目するウェブ箇所 に面

外変形を与える点で同様の効果を与えるものである。荷重振幅3.5tfを 負荷 した と

ころ、繰 り返 し数26万 回でスカ ラ ップの まわ し溶接 部のガセ ット側止端部で亀裂が

検出され、現状での実橋構造の疲労強度が低いことが判明した(図 一5.2.6参

照)。

5.2.2補 修 方法の検討

3種 類 の 基 本 的 な

補強構造 案を策定 し、

それ らの構造案をF

EM解 析することに

よ り各案の補強効果

を比較 した。次に、

当該補強箇所が狭隘

部であるため実橋の

構造諸寸法を考慮 し

た補強構造 とその施

工法に関する検討を

行った。補強効果や

施工性などを総合的

に考慮 して最適 と判

図 一5.2.4 現状構造でのガセット近傍の供試体

断 した補強構造をモデル化 した模型による疲労試験により、強度確認を行った。

(1)基 本的な補強構造案 の策定

基 本方針 と して次の3案 を考 えた。

[方 針1]ス カ ラ ップの ない構造 にす る。

[方 針2]端 ス トラ ヅ トを増設 す る。

[方 針3]横 構の組み方 を変更 す る。

これ らの基 本方針は単独でも、各種の組み合わせで採用することも可能であ る。

そこで、施工性な どを考慮 して、まず、[方 針1]だ けの場合 と[方 針1]と[方 針

2]の 併用 の場合 につ いて検 討 を行 い、それで構造改善が図れない場合 には[方 針

3]の 検討 を行 うこ とに した。

(2)FEM解 析

ス カラ ップのな い構造(方 針1)と ス カ ラ ップをな くし端 ス トラ ヅ トを増設 した

構造(方 針1と 方針2の 併 用)に ついて、 前述 した5.2.1の 損傷 要因分析 に用

いたの と同様の手法によるFEM解 析 を行 った。

解析結果 を表 一5.2.1に 示 すが、方針3の ような横構 の組 み方 を変更 す るま

での必要はな く、スカラップをな くすだけで現状構造を大幅に改善できることが判

明 したため、方針1が 最適 な補強構造 と判 断 した。
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表 一5.2.1ガ セ ッ ト近 傍 の補 強 構 造 案 のFEM解 析 結 果

(単位:kgf/c皿2)

項 目

種別 スカラヅブ 端ス トラッ ト

構造 部位

ガセ ット 垂直補剛材 ウェブ

(a)現状構造 あ り なし 一938 一82 2048

(b)方針1 なし なし 一277 一83 一78

(c)方針1と 方針2を 併用 なし あ り 一174 一5
.2

一65

が考えられる。

施工性、経済性お

よび品質保証の面か

ら判断すると、補強

板を取 り付ける方法

が最善であると考え

られた。この方法に

は、溶接接合 と高力

ボル ト接合があるが、

実橋の当該部の構造

寸法データを調査 し

て施 工性 の検 討 を

行った結果、孔明け

機器の大きさから判

(3)補 強構造 の細部検討

方針1の ス カラ ップのない構造 とす るためには、

1)ガ セ ッ トを新設 する。

2)溶 接 によ りス カラ ップを埋 め る。

3)ス カラ ップに補強板 を取 り付 け る。

という3種 類の方法

囎 男[補 強構造・

上 側

下 側

補強構造b

図 一5.2.5ガ セ ッ ト近 傍 の 補 強 構 造 詳 細 図

断すると、当該箇所に高力ボル ト接合 を

採用することは困難か、 または不可能で

あるものが多かった。そこで、補強板 を

取 り付ける方法 としては溶接接合 とした。

補強板は施工性か らガセ ッ トの上側に

取 り付 けることとし、補強構造の詳細 と

して図一5.2.5に 示 す補 強構造aと

補強構 造bの2種 類 を選定 した。

補 強構 造aは 、 ガセ ッ ト上側 の補強板

を全周 すみ肉溶接で設置する方法であ り、

補強構造bは 、 当該 部が狭隘 な箇所 であ

るため溶接棒 がガセ ッ ト下側や まわし溶

図 一5.2.6

ガ セ ッ ト近傍 の疲 労試 験 結 果
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接の箇所 に入 らないことを想定 し、ガセ ッ ト下側か らの溶接の一部 とまわ し溶接 を

省略 したものである。

(4)模 型 による疲 労試験

補 強構造aお よび補 強構 造bを モ デル化 した模 型 に よ る疲 労試験 を行 った。試験

方法は、前述 した5.2.1の 損傷要 因分析 で行 ったの と同様 の方法であ る。この

試験結果 を現状の構造 と比較 して図一5.2.6に 示 す。補強構 造aお よび補 強構

造bと もに現状構造 に比べ 著 しく疲労強度が改善された。

5.2.3補 修 工事

(1)補 修 ・補 強工事 におけ る問題 点

当該 部の損傷 に対 して所定の品質を確保 しなが ら亀裂部の補修溶接や前述 したよ

うな補強板 をガセッ トに溶接 により取 り付 ける補強工事を実施 するのに際 して問題

とな る項 目およびこれ らを解明するための手段を表 一5.2.2に 示す。

表 一5.2.2補 修 ・補強工事 での問題点 とその対策

種 男1 検 討項 目 調査手段
着目点

亀裂部の 橋梁の振動による悪影響がないか 事前に現地計測する

補修溶接 亀裂部の開口変位変動の悪影響がないか ii

溶接棒などを操作する作業用スベースが十分か 補修工事で確認する

補強板の 補強構造aの 施工に支障はないか ii

取付溶接 補強構造bの 施工に支障はないか ノノ

応 力状 態補修工事中に応力状態が異常となっていないか 補修工事中に

現地計測する

1.横構 とガセ ヅトの高力ボル トの取外 し、再設置ができるか

2.ニーブレースェブと垂直補剛材の高力ボル トの取外 し、再設置

そ の 他 ができるか 補修工事で確認する
3.ガセ ヅトの切断、再設置がで きるか

4.溶接などにより発生する熱の悪影響はないか

(2)事 前の現地計測

上記の問題点を解明するために、現状を把握する必要があ り、補修 ・補強工事に

先立ち、現地で振動や変位を計測 した。結果をまとめると以下のとおりである。

1)振 動

振動は溶接作業性の低下や溶接欠陥の発生など品質に悪影響を与える。表一5.

2.3に ガセヅト部の振動加速度および振動変位の計測結果と溶接施工が可能な許

容値1)を 示す。

振動加速度、振動変位 ともに計測値は許容値を下回り、溶接施工上問題はないと

判断 した。
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表一5.2.3溶 接箇所 におけ る加速度 、振動 変位の計測結果

項目

種別

測定位置 周 波 数(Hz)

3 15 30 60 90

加 速 度

(皿/sec2)

ガセ ヅ ト 0.20 0.20 一 0.78 一

ウェブ 0 39 一 一 0.20 一

垂直補剛材 0 29 0.39 一 0.29 一

許容値 0 98 一 2.9 一 2.9

振動変位

(m)

ガセ ッ ト 0 50 0.02 一 11: 一

ウェブ 0 83 一 一 0.02 一

垂直補剛材 0 83 0.01 一 0.03 一

許容値 3 0 一 0.10 一 一

2)亀 裂部 の開 口変位 変動

供 用 中 の橋 梁 にお ける溶接 に よる補

修 ・補強工事では、補修時に通行車両に

より生 じる亀裂部の開口変位変動の大小

が品質の良否に大 きな影響を与える。現

地で当該部 に図一5.2.7に 示す よ う

なク リップゲー ジを設置 して亀裂開口変

位変動を計測 した。

測定データの一部 を図一5.2.8に

示す。

図 一5.2.7変 位 計 の 取 付 け 方 法

図 一5.2.8亀 裂 開 口 変動 変 位 量 △ δ

変位変動は振幅 が小さ く速 い周

波数の変位 と振幅が大 きく遅 い周

波数の変位 とが重 なってい る。後

者は車両通過 時の桁 の鉛直たわみ

に起 因するもので、本橋での周波

数は0.2～0.3Hzで あ った。 この時

の 交通 状況 と最 大亀裂開口変位変

動量 △δは表 一5.2.4の とお

りで あ った。 な お、 この計測 値は

横構が設置されている場合のものであ る。

表一5.2.4交 通状況 によ る

最大亀裂開 口変位 変動量 △δの比較

交通状況 最大亀裂開口変位変動量

(△ δ)

下 り停滞 0.103mm

下り走行車線規制 0.149mm

上 り走行車線規制 0.176mm

夜間一般交通開放 0.234mm

昼間一般交通開放 0.244mm
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亀裂長を150㎜ とし、実橋 で計測 され た低周 波の亀裂開口変位変動で評価すると、

一般の溶接棒 による補修溶接施工では割れ発生の可能性が高いと判断 した
。2)

その対策 と して補修 ・補 強工事 に際 しては、

1)交 通供用 下の補修 溶接 のため に開発された変動応力下の割れ感受性の低い改

良溶接棒 を使用する。

2)亀 裂開 口変位 変動量 を低 減 させ る処置を施す。

のいずれかの対策 を講 じる必要があるが、現地の状況か ら判断 して亀裂開 口変位 変

動量 を低減させる有効な手段が見当た らないこと、改良溶接棒 は上記程度 の変位変

動量に適用され良好な成果 を得ているなどの理 由によ り、上記1)の 改 良溶接棒 を

使用 す ること とした。

(3)試 験施 工 と現地計測

損傷 が発生 して いるガセ ヅト部について2ヵ 所 で補修工 事の試験施 工 と現地計測

を実施 した。その要領を表 一5.2.5に 示 す。

ケー ス1で は補 強構造a(ガ セ ッ ト上側 の補 強板 を全周 すみ肉溶接で設置する方

法)に 、ケー ス2で は補 強構 造b(ガ セ ッ ト上側 の補 強板 を まわ し溶接せずに設置

する方法)に 改善 した。 また、ケー ス1は 横構 お よび ガセ ッ トを設 置 したまま施 工

し、ケース2で は横構 を取 り外 す とともにガセ ットを取 り替える施工とした。

1)試 験施 工

補 修 ・補強 工事 の試験施 工で下記の成果を得た。

① ケース1の 施 工 か ら、亀裂 部の補修 溶接 を行うための施エスベースはスカラヅ

プを拡孔することにより十分確保で きることが判明 した。

② ケース2の 施 工 か ら、横構 とガセ ッ トを接合 している高力ボル トの取 り外 し、

再設置は容易であることが判明 した。また、ニーブレース ェブと垂直補剛材を接

合 している高力ボル トについても同様であった。

③ ケース2の 施 工 において、 ガセ ヅ トの切断 ・再設置には熟練 した技術 と多大な

時間を要 した。

④ 補強構造aお よび補強 構造bと もに補 強板 の取 り付 けには 問題がなか った。今

回の試験施工においては、補強構造aは 全周 を溶接 す るもの の ビー ド端のグライ

ンダー仕上げがないため補強構造bに 比べて施 工 は容易で あ った。

⑤ 溶接、ガウジングおよびガス切断な どによる温度上昇は大 き くな く、高力ボル

トに悪影響 を与えるほどでもな く、施工後の異常な変形 もなかった。
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表一5.2.5補 修工事 の試験施 工 と現地計測要領

項目

種別
ケース1 ケース2

2)現 地 計測

補強効 果 を確 認す るために、現地で応力計測を実施 した。

現地計測 には主 として3軸 ひずみ ゲー ジを使 用 し、荷 重条件はFEM解 析 に採用

した もの と同 じ条件 とした。得 られたデータのうち、補強構造aに お け る各構 造部

位 の最大応 力度の値 を表一5.2.6に 示す。

表 一5.2.6の 溶接補修後の値が5.2.1の 現状構 造でのFEM解 析結果(表

一5 .2.3)に 対応 す る。解析結果 と計測 結果 は必ず しも一致 していないが、傾

向はあ って お り、

補 強板 溶接 前 の計

測値 で は一iiss㎏

f/c皿2と 非 常 に 高

か っ た ウ ェ ブ の応

力 度 が 、 補 強板 溶

接 後で は大 き く低

表 一5. 2.6補 強構造aの 現地応力計測結果

(単位:kgf/c皿2)

構造部位

種 別

ガセ ッ ト 垂直補剛材 ウェブ

補修前 一259 397 一26

溶接補修後 一187 105 一1186

補強板溶接後 一139 147 一44

下 し、構造が改善されていることがわかる。

また、ケース2で は横構 を取 り外 した状態 で亀裂部の開口変位変動量 △δを計測

したが、 △δはほとんど0で あ り、一般 の溶接棒 で補修 溶接 しても割れが発生 しな

い値であ った。

(4)評 価

各種検 討 の結果、次のこ とが確 認された。

1)ス カ ラ ップを補強板 に よ り閉塞 す る補強方法によ り疲労強度が大 きく改善さ
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れた。補強方法として、ガセット上側の補強板を全周すみ肉溶接する方法(補

強構造a)と 補強板をまわし溶接せずに設置する方法(補 強構造b)の2種 類

を提案 したが両者ともに適切な補強方法である。また、溶接による施工が可能

であ り、補強構造aの 施工ではガセット下面から全周溶接するためにスカラヅ

プを拡孔するのが良い。

2)改 良溶接棒を使用するか、または横構を事前た取 り外 しておくことにより、

昼間の交通開放時においても割れや欠陥を生じることなく補修溶接が可能であ

る。

5.2.4追 跡 点検の結果3)

(1)外 観 調査 結果

補修 箇所 に接 近 して外観調査を実施 した。補修箇所の状況写真お よび接近写真 を

写真 一5.2.2お よび写真 一5.2.3に 示す。

写 真 一5.2.2補 修 状 況 写真 一5.2.3接 近 状 況

接近外観調査からは、塗装面にひび割れ損傷等は認められず、健全である。

(2)応 力頻度 測定

測定 を行 った主桁 中央側下フランジの頻度分布評価 として、特異な値 を考慮 した

最大値(5%タイル値)と 最低値(95%タ イル値)お よび頻度 の平均値(50%タ イル値)を 表 一5 .2.

7に 示 す。

表 一5.2.7引 張応 力発 生状況の比較(単 位:kgf/c皿2)

測定対象 5%タイル値 50%タ イル値 95%タイル値

S43G3桁 158 79 53

S43G4桁 158 105 53

一54一



最 も平均的な

発生応力を示す

50%タイル値 を見 る

と100kgf/CDIZ

程度 の引張応 力

が下 フランジに

発生 しているこ

とがわかる。ま

た、最大値とし

て あ げ られ る

5%タ イル値 で は

160kgf/cm2程 度

の引張応 力が発

生 してい るもの

の、その発生頻

図 一5.2.9疲 労 照 査 結 果

度は全体の5%以 下であ る。

疲 労 に関 しては、 図 一5.2.9に 示 した ように発生応 力 の全 て が打切 り限界以

内であることから、応力発生状況に全 く問題がないといえる。

5.3鋼 工桁 橋 の 横 桁 取 合 い部 の 亀 裂 損 傷2)'5)

5.3.1損 傷 状 況 お よ び損 傷 要 因 分析

RC床 版 を有 す る鋼1桁 橋 には、荷

重分 配横桁 が 主桁 に直交 して取 り付 け

られている。このような主桁 と横桁の

取 り合い部の補剛材(ウ ェブギ ャ ップ

板)の 上端部 にお いて写真 一5.3.

1に 示す ような亀裂 が発生 してい る。

写 真 一5.3.1

ウ ェブ ギ ャ ッ プ部 の 亀 裂損 傷 例

点検結果を分析す るとともに、有限要素法(FEM)解 析 、実橋応 力測定 と模 型

によ る疲労試験などによ り損傷原因を究明 した。
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(1)点 検結果の分析

点検結果を分析した結果、当該亀裂損傷が発生 している橋梁には下記の共通点が

あることが明らかとなった。

1)当 該損傷が発生 している橋梁の多 くは、主桁間隔が広い上、RC床 版の厚さ

が薄い。表一5.3.1は 、阪神高速道路における当該亀裂損傷の発生状況を1991

年度までの点検結果により路線毎に整理 したものである。亀裂損傷発生率は1974

年を境に、それ以前に供用 した路線において高い値を示している。図中に、各

路線の主桁間隔および床版厚ならびに床版の設計に適用された基準が示したが、

亀裂損傷発率が高い路線は相対的に主桁間隔が広 く、床版厚が薄い。主桁間隔

が亀裂損傷の発生に与える影響については、表一5.3.2に より明確な傾向

を見ることができる。

2)主 桁上 フラ ンジ付近 にウ ェブギ ャ ップ(隙 間)が あ る。

3)損 傷 の発生 してい るウ ェブギャ ップ板にはスカラップがあ る。

4)損 傷 の発 生 を主桁 間(幅 員方 向)で 比 較 す ると外桁 お よびそれ に隣接する桁

(第1内 桁)に 集 中 してい る。橋 軸方 向で は荷重分配横桁のあるスパ ン中央 が

最 も多 く、支点付近に近づ くに従い、損傷発生率は低下する傾向がある。
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表 一5.3.1 路線別亀裂損傷発生率の比較(本 線部)

路 線 名

環 状 線
池 田 線
神 戸 西 宮 線

守 口 線

森 小 路 線
堺 線
西 大 阪 線

東 大 阪 線
松 原 線

大 阪 西 宮 線(大)
大 阪 西 宮 線(兵)
湾 岸 線

供用年
1900年

⑭ ⑮66⑰
6465●6970

⑯ ⑱ ⑲ ⑩

⑱
⑱

Do7273 76

⑩
⑩ ⑭ 78

70 ⑳

⑳
⑳
⑫

適 用 設 計 基 準
区分

1

II

[II

N

V

時 期
公団発足時
～昭和43年7月

の基準

昭和43年7月
～昭和46年3月

の基準

昭和46年3月
～昭和53年5月

昭和53年5月
～昭和59年1月

昭和59年2月

以降

適 用 示 方 書 お よ び 基 準
・鋼道路橋示方書

・ 同

・コンク リー ト標準示方書

・合成ゲタ設計施工指針

・ 同

・道路局長通達

(配力筋の設計要領)
・鋼道路橋示方書

・合成ゲタ設計施工指針
・阪神公団床版設計基準

(建設省暫定基準に準拠)
・阪神公団床版改制基準

(道路局長通達に準拠)
・道路橋示方書

・建設省通達

『道路橋鉄筋コンクリー ト

床版の設計施工について』
・道路橋示方書

・ 同

・建設省通達

『道路橋鉄筋コンクリー ト

床版の設計施工指針』

(昭和31年)

(昭和39年)

(昭和31年)

(昭和35年)

(昭和40年)

(昭和42年)

(昭和39年)

(昭和40年)

(昭和43年)

(昭和46年)

(昭和47年)

(昭和53年)

(昭和47年)

(昭和55年)

(昭和59年)

適用設計
区分

1

1

1

1

1

1

1

II

II

II

II

III

III

III

III

III

主桁間隔の

平均値(m)
3.37

3.65

3.12

3.37

2.71

3.63

3.43

3.54

3.15

3.17

3.34

2.65

床版 厚の

平均値(c皿)

17.8

17.9

18.3

19.0

i7.a

17.9

18.2

20.5

21.1

21.7

21.4

21.1

点検
径間数
98

180

600

235

46

326

87

205

57

94

148

14

点検
格点数

亀裂損傷数量(塗 膜割れを含む)

径間数 比率(淌 格点数 比率(%)

環状線

池田纏

神戸酉宮線

守口繊

森小路線

堺線

酋大眼織

東大販線

訟原線

大阪四宮鳳(大}

大阪西官線{兵}

湾岸線

os

損傷径間発生率{%)

20X十 〇ssos

一 …

翻

....一 一一 一一 一 醐
,.

〉.?,

盥 一 齟幽一 湖一 ㎜
......x

灘 　 　 　 一㎜㎜

ヨ

一 靆翻

舅

注)供 用年の㊥年は,当 該路線の主たる部分が供用した年次を示す.



表一5.3.2主 桁 間隔 と亀裂損傷発 生率の関係

路 線 名 主桁間隔(m) 径間数
亀裂損傷数量 損 傷径 閭発 生率(%)

oxzoxpoxsozeoxioox径間数 比率(%)

守 口 線

2.0<L<_2.5一 8 1 12.5% 鬮
2.5<L<3.〇一 19 10 52.s%一 一一

ウ翩 …'一'一 一一一一一一一一一一

3.0くL≦3.5一 108 75 69.4%
㎜ ㎜ ㎜1%

一

..一..一

3.5<L<_4.0 100 73 73.0%
四

一 一 〇一

東 大 阪 線

2.5<L<_3.0 28 1弖 39.3 一

3.0<L<_3.5 21 10 47.6瓢 嬲嬲 舅鰯鰯隰一 一 ㎜

3.5<L<_4.0 154 117 76.0

'… 一

㎜ 嬲 嬲 嬲

堺 線

2.5<L<_3.0 5 1 20.0% 羅
3.0<L<_3.5 88 32 36.4

0孅 躙

3.5くL≦4.0 233 142 60.9 嬲驪 嬲嬲壅嬲 嬲1

西 大 阪 線

2.0くL≦2.5 2 0 0.0%

2.5<L<3.0一 4 0 o.o%

3.0<L<_3.5 31 18 58.1% 嬲嬲嬲嬲嬲嬲

3.5<L<_4.0 45 31 68.9% 嬲軅嬲雛嬲 嬲

4.0<L<<-4.5 1 0 0.0%

大阪西宮線(大)

2.0<L<_2.5 17 0 o.o%

2.5<L<_3.0 s 1 16.7銘 嬲
3.0<L<_3.5 sa 26 38.2% 糶嬲鑼嬲

3.5<L<_4.0 3 0 0.0%

神 戸 西 宮 線

L<_2.0 3 3 100.0 讎蠶嬲 嬲 盟羅盟…"盥
2.0<L<_2.5 121 10 8.3% 翻

2.5<L<_3.0 142 54 38.0

■

嬲嬲嬲囲

3.0<L<_3.5 71 43 so.s% 鞭翻鵬難嬲 嬲嬲毅

3.5<L<_4.0 263 173 65.8 嬲軅嬲 糶難翻

環 状 線

L<_2.0 1 0 0.0%

2。0くL≦2.5 4 0 0.0%

2.5<L<_3.0 7 2 28.6% 攤蠶嬲

飜3.0くL≦3.5 50 8 16.0

3.5<L<_4.0 35 s 17.1 飜

(2)FEM解 析

亀裂 が発生 してい る典型的 な鋼1桁 橋 を対象 として、FEM解 析 を行 った。まず、

橋面上の輪荷

重が各構造節

点にどの よう

に伝達 され、

その結果、各

節点に発生す

る変位、応力

度を求めるた

め、床版を含

G2

宰

ag5500kgf/cm

匡≡ヨ500〈,≦19000

皿11。000〈,≦1,400

閣1,400<,≦1.800

躅1.800<,≦2,100

團2,100くg≦2.400

口z,aoo<・9

図 一5.3.1現 状 構 造 で の ウ ェ ブギ ャ ップ板 の 応 力 度
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む橋梁全体を比較的粗いメッシュで分割 した3次 元全体モ デル を用 いて有 限要素法

に よ り解析 した。荷重条件は、橋軸方向には1台 、橋 軸直角方 向には最高2台 の衝

撃 を考慮 しないT-20荷 重 を着 目部 に最 も不利 とな るように載荷 した。

次に、着 目部位の応力状態を詳細 に評価 するため全体モデルか らその部位 を含 め

た部分的な立体構造を取 り出し、その境界断面力をズームアップ した部分構造系に

載荷する手法によ り解析 した。

部分構造系の解析により得 られた第1内 桁 の ウ ェブギャ ヅプ板 の主応力分布を図

一5 .3.1お よび 図一5.3.2に 示 す。

これ らの図か ら、

1)主 桁 上 フラ ンジの 自由端近傍で2000kgf/c皿2を 超 える大 きな主応力 が発生 し

て い る。

2)ス カ ラ ップ近傍 では応 力集

中や 応 力 の 乱れ が起 こってい

る。

3)主 桁腹 板 に近付 くに従 って

主 軸 の 傾 きが大 き くな り、 せ

ん断力の影響が現れている。

こ とがわかる。 したが って、 ウェ

ブギ ャ ップ板 の現 行板 厚(t=9

㎜)は 薄 く、 また、 ス カ ラ ヅプは

構 造 的 に好 ま しくない と判断され

た。

(3)実 橋 での応力測定

昭和40年 代 に建設 され たRC床

版 を有 す る鋼1桁 橋 で亀裂 損傷 が 多

発 してい るこ とか ら、 この時代 に建

設された橋梁を選んで、荷重車 によ

る静的測定 と動的測定および実働荷

重による動的測定 を実施 することに

よ り当該箇所での発生応力が どの程

度であるかを調査 した。

対象橋梁 の諸元を図 一5.3.3

に示 す。標 準的諸元 を有 す る橋梁で、

支間長24.4mの5本 主桁 か らなる単

純合成1桁 橋 であ る。昭和55年 の道

路橋 示方 書 改訂 以前 に建 設 されたた

め、主桁間隔3,850㎜ に比べ て、床

版 厚 が180㎜ と薄い。既 に全 パネル
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で鋼板接着 による床版補強が完了 している。

補修前に、試験車(車 重20tf)1台 を用 いて載荷 試験 を行 った。載荷試験は走行

車線を一車線規制 して試験車を載荷するケース(走 行 車線載荷)と 追越 車線 を規 制

して試験車 を載荷するケース(追 越 車線載荷)の2ケ ース とし、 それぞれ静 的載荷

試験 と動的載荷試験を行 った。

補修前の載荷試験は、同一諸元を有する3橋 で行 ったが、3橋 ともに ほぼ同様 の

結果 が得 られ た。静的載荷試験結果の一例 を図一5.3.4に 示 す。結果 をま とめ

る と次の とお りである。

1)走 行 車線 載荷 では主桁 下 フランジの応力に対 して横桁下フランジの応力が小

さい。一方、追越車線載荷では、主桁下 フランジの応力 と横桁下 フランジは同

程度である。

2)中 桁(GD桁)で は、走 行 ・追越車線 載荷 と もに床版のたわみ変形の勾配 と

ウェブギャップ板内の応力分布の勾配が一致 していない。

3)外 桁 の上端 では走行 車線 載荷 時に圧縮応力 とな ってお り、床版変形に伴 う主

桁上フランジの首振 りの影響 と考えられ る。

4)最 も大 きな応 力が発 生 す るの は、 追越車線載荷時の外桁(GE桁)下 側 であ

る。

5)ウ ェブギ ャヅプ板 上側 の応 力 と比較 して、下側の応力が大 きい。

動的載荷試験時の応力波形例 を図一5.3.5に 示 す。図 一5.3.5(a)は 床版

のたわみ変形 の勾 配 と応 力 の符号が一致 した外桁上側の応力波形であ り、 同図(b)は

最 も大 きな応 力の発生 した外桁 下側の応力波形である。
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上部溶接部の応力波形には、輪荷重

がはっきりと区別できるが、下側溶接

部の応力波形では輪荷重が区別できな

い。ウェブギャップ板下側の応力の発

生要因として、主桁作用による影響が

大きいと考えられる。

(4)模 型による疲労試験

FEM解 析の結果、当該損傷の原因

として、

1)輪 荷重が作用し、各主桁間に相

対変位差が生 じた時、荷重分配横

桁または対傾構 と主桁 との取 り付

け部で主桁腹板面外方向に応力が

作用する(以 下 「相対変位差」 と

いう)。

2)輪 荷重載荷により、床版にたわ

み変形が生 じる。この

たわみ変形に伴い、一

般部では主桁 が変形 す

るが、荷 重分配横桁位

置や 中間対傾構位置で

は、それ らが床版の た

わみ変形 を拘束す る。

こ の 結 果 、 ウ ェ ブ

ギ ャップ板 に応力が作

用 す る(以 下 、 厂首 振

り現象」 とい う)。

の2つ の損傷要 因が考 え ら

れ た。 その要 因究明のため

に供試体による繰 り返 し載

荷試験 を行 った。首振 りの

影響を調べ るためには2主

桁試験体(図 一5.3.6)

を、相対 変位 差 の影響 を調

べ るため には3主 桁 試験体

(図 一5.3.7)を 用 い

た。これ らの供試体 によ り、

横 桁 と主桁 との結合 条件

(b)外 桁下端[追 越車線載荷時]

図 一5.3.5応 力 の動 的 波 形

図 一5.3.62主 桁 試験 体

図 一5.3.73主 桁試 験 体
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(高 力ボル ト接 合、 溶接 接合)に よる差 異、 ス カラ ップの有 無 による差異、 ウェブ

ギャップ板増厚 の影響および ビー ド仕上げの有無が疲労強度 に与え る影響を検討 し

た。

静的および疲労試験の結果のみをまとめると、次の とお りである。

1)相 対 変位 差 を与 えた3主 桁 タイ プで は亀裂は発生 しなかったのに対 して、首

振 りの影響を見 る2主 桁 タイプでは すべ て亀裂 が発 生 した。疲労 は主桁問の相

対変位差 よりも主桁上 フランジの首振 りによる影響の方が大 きい と考えられた。

2)主 桁上 フランジ 自由端付 近の ウ ェブギャップ板応力はスカラップの有無によっ

て疲労強度に差異はなか った。 しか しス カラップでのまわ し溶接で ビー ド形状

が鋭角 にな りやす く、亀裂発生の可能性は高 くなると考 えられる。

3)ウ ェブギ ャ ップ板 の板厚 を9㎜ か ら23㎜ に増厚 す ると、当該部 の応 力 は約1/4

に減少 し、亀裂 は生 じなか った。

4)当 該 溶接 部の ビー ド仕 上 げを した ものにも、亀裂が発生 した。応力 レベルを

低減せずにビー ドを仕上げるだけでは、亀裂発生 を防止で きない と考えられ る。

5.3.2補 修 方法の検討

実橋 応力 測定 と疲労 試験の結果、 当該亀裂損傷部を補修溶接で修復するだけの補

修方法では後 日、再度、補修や補強 を実施 しなければな らないことが予想 される。

そのため、 当該損傷に関 しては単なる補修ではな く、当該損傷部の作用応力を低減

させ、亀裂再発を防止する補強について検討 した。

補強方法については数種類の方法を取 り挙げたが、補強効果や施工性 などを総合

的に考慮 して既設ウェブギャ ヅプ板(t=9㎜)を 撤 去 し、所 要板厚 の ウ ェブギ ャ ヅ

プ板 に取 り替える増厚工法を採用することにした。

(1)取 り替 え板厚 の検討

取 り替 え るウェブギャップ板の板厚は、次に示す2つ の仮 定 を設 けて算定 した。

したが って、

[仮 定1]ウ ェブギ ャ ップ板 の応 力は板 厚 に反比例 する。

σ=σo×(9/tr)(式5 .3.1)

ここに、 σ:ウ ェブギ ャ ップ板 をtr(㎜)と した ときの応 力度

σ0:既 設 ウェブギャ ップ板(t=9㎜)の 応力度

tr:新 設 ウェブギ ャ ヅプ板 の板厚

[仮定2]ウ ェブギャ ップ板 の疲労強度 曲線 は応力振幅 σcがTc年 間繰 り返 し作用

した結果、亀 裂が発生 したものとし、次式で近似できるもの とする。

10gσ=logσc+(1/m)(logTc-logT)(式5 .3.2)

ここに、T:疲 労寿命(年)

m:疲 労強度 曲線の傾 き

(式5.3.1)を(式5.3.2)に 代 入 して 、
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tr=9x(T/Tc)1/m×(σo/σc)(式5.3.3)

既設橋梁 の場合、 σo=σcで あ るか ら、(式5.3.3)よ りtrとTと の間 には、

tr=9×(T/Tc)1/m(式5 .3.4)

の 関係 が成 り立 っ。

橋梁 の寿命 を50年 とす る と補強後35～45年 間、再発 を防止 す る必要 があ る。亀

裂 の発生時期は明確ではないが、Tc=5年 、m=3と 仮定 す る と、新設 ウェブギ ャ ッ

プ板の板厚trは19㎜ とな る。 したが って、取 り替 え る板厚 として19㎜ を 目安 と

考 えた。

(2)FEM解 析

新設 ウ ェブギ ャ ップ板 の板 厚 を

19㎜ に した場合 の補強効 果 を検 証

橋軸 方 向には1台 、 橋軸 直角 方

いT-20荷 重 を着 目部 に最 も不利

とな るよ うに載荷 した時の ウェブ

ギャップ板 のFEM解 析 に よ る応

力解析 結果 を 図 一5.3.8に 示

す。表 一5.3.3は ウェブギ ャ ッ

プ板 自 由端 応 力 につ いて、FEM

に よ る解析 値 と実測値6)を 対 比 し

た もの であ る。 両者 は ほぼ 一致 し

ている。

ウェブギャップ板に発生する応

力は板厚を9㎜ か ら19㎜ に増厚 す

ることで、板厚 にほぼ比例 して減

少することが明 らかとなった。

(3)補 強構造の細部検討

取 り替 え るウェブギャップ

板の板厚 はt=19㎜ が 必 要

であ る ことが明 らか とな った。

この場合、溶接量も板厚 に見

合 うサイズとしなければな ら

ない。 しかし、完全溶込み溶

図 一5.3.8

ウェブギャップ板のFEM解 析

表 一5。3.3 T-20後 輪荷重 による

発 生応力範囲(kgf/皿2)

部 位 FEM値i実 測値

(補剛材 自由端の外挿値)

横桁部外桁(G1) 3.9 3.5

横桁部内桁(G2) 6.5 5.0

接を採用すると、溶接熱によ り主桁上 フランジとRC床 版 との問 に隙間が生 じる可

能性 が あ る。そ こで、溶接による変形 を少な くするために入熱量を減 らし、所要の

補強効果を得 られ る工法の検討を行 い、図一5.3.9に 示 す部分 溶込 み溶接 を採

用 した。なお、スカラップは応力のみだれを引き起 こすので、取 り替えの ウェブギャッ
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プ板はスカラップをな くした。

(4)模 型 に よる疲労試験

前項 で提 案 した部分溶け込み溶接

による増厚 工法 の補強効果 を検証 す

るために、 ウェブギャップ板の実物

大模型を用いた疲労試験を実施 した。

供試体を図一5.3.10に 示 す。

疲 労試験 はFEM解 析 で の応 力 状

態 を再現 す るため、曲げスパ ン1,000

㎜ の3点 曲 げ方 式 と した。 ウ ェ ブ

ギ ャ ップ板の溶接方法 は、脚長6㎜

の部分 溶込 み溶接 と し、ルー トギャッ

プ量は実橋 での施 工 性 を考慮 して

1,2,3㎜ の3種 類 と した。 これ に よ

り、 補 強溶接後の ウェブギャ ップ板

の疲労強度を把握す るとともに、施

工時に避け られないルー トギャップ

の存在 が疲労強度 に及ぼす影響 につ

いて も確認できる。

試験結果 を図一5.3.11に 示

す。

疲 労 亀裂 起 点 部 を観 察 した結果、

ルー トギャップ量が1㎜ お よび

2㎜ の場合 には、溶接 止端 部破

壊 とル ー ト部破壊の両方の破壊

形態 があ った。 また、ルー ト

智課露獵 鱇

瓣鵬 貰立難驪 藁
形態に有意差はない上、疲労強

度にも大きな差異は認められな

い。

(5)補 強 方法の まとめ

疲 労 試験 で 得 られ たウ ェブ

図 一5.3.11ウ ェブ ギ ャ ップ板 の疲 労 強度

ギャップ板の疲労強度と大型車の軸重頻度分布の実測値7)か ら、修正マイナー則に

より累積疲労損傷度を求めた結果、50年 間に疲労損傷が再発する可能性はほとんど

なく、ここで採用 した溶接方法により所要の補強効果が確保されると判断された。
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5.3.3補 修工事

(1)現 地計測

現場 溶接 に よ る補修 ・補強 であ るため、溶接品質に影響 を及ぼす因子であ る。振

動加速度、応力度、亀裂開口変位量、主桁上 フランジの首振 り量など事前 に現地で

計測した。

これらの要因の測定は、典型的なウェブ

ギャヅプ部に疲労亀裂が生 じている橋梁を

対象に一般車走行により、①昼間の交通規

制なし、②夜間の交通規制あ り、および③

夜間の交通規制なしの3通 りの条件を想定

表 一5.3.4計 測 対 象 橋 梁 諸 元

形 式 単純合成鋼1桁 橋

支間長 25.Om

幅 員 18.Om

主桁間隔 3.85m

床版厚 18.Oc皿

して実施 した。現地計測を行 った橋梁諸元 を表一5.3.4に 示 す。

(2)計 測結果

1)首 振 り量

ウェブギ ャ ヅプ部 におけ る主桁上フランジの首振 り量を把握するために、旧ウェ

ブギャヅプ板を撤去 し、 ウェブをはさんだ上 フランジ両端の鉛直方向変位量を測定

した。測定結果を図一5.3.12に 示 す。

上 フラ ンジ両側 面に逆 位相 の変形 が発生 し

てお り首振 り現象が確認され る。最大首振

り量は、外桁で0.4㎜ 、第1内 桁 では0.3

㎜ であ った。な お、走 行車 を1車 線規制 す

ると、ほ とん ど首振 り現象は生 じなかった。

図 一5.3.12主 桁 上 フ ラ ン ジの 首 振 り量
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2)振 動

上 フ ラ ンジ下 面に加 速 度計 を設置 して、 当該部の振動加速度を計測 した結果、振

動加速度の最大値は0.08G(半 振幅)で あ り、2～4Hz程 度の低 周 波領域 の振 動が卓

越 して いた。4Hz前 後 の振動 は桁 の一 次振 動モー ドの固有振動に起因し、3Hz前 後の

振動 は大 型車 のバ ネ振 動 に起 因する強制振動であると考え られた。

以上 よ り、振動加速度は現場溶接施工を実施 する上において、問題 となる値では

ないが、首振 り量はかな り大 きな値であると考えられた。

(3)試 験施 工

上記 の計測結 果 を参考 に、 下記の事項に留意 して試験施工を行 った。

1)ウ ェブギ ャップ板 の取 り替 え時 に も、 ウェブをはさんで左右 どちらかに少な

くとも1枚 の ウ ェブギ ャ ップ板 を残 す状 態で施工する。

2)外 桁外 面 には外桁補強 リブを取 り付ける。

3)ウ ェブギ ャ ップ板 の取 り付 けに際 しての溶接順序は、主桁上 フランジー〉主桁

ウェブとする。

4)ル ー トギ ャ ヅプ量 は、事前 の実験 結果や施工性なども含めて総合的に判断 し

て最大2mと した。

これ らの留意 事項 を順 守す ることによ り、供用下での現場溶接は支障な く実施 さ

れた。

(4)評 価

以上の各種検 討の結果、次 の ことが確認された。

1)狭 隘部 で の作 業で あ り、特 に 旧 ウェブギャップ板の撤去は極 めて困難な作業

である。

2)頭 上 のRC床 版 が支障 にな りウ ェブギ ャ ップ板 と横桁上フランジの溶接は特

に困難である。

3)主 桁 と対 傾構 との取 合 い部 にお け る損傷 は主桁 と分配横桁 との取合 い部 にお

図一5.3.13対 傾構取合 い部 の補強 方法

ける損傷 と発生原

因や発生機構が類

似である。

主桁 と対傾構の

取合 い部の応力度

は、主桁 と分配横

桁 との取合 い部の

応力度に比べ、 か

な り小さいため、

当該部の補強構造

は主桁 と分配横桁

との取合い部の補

強構造 を準用 して
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図一5.3.13に 示 す ような構 造 とした。

4)対 傾構 部 の施 工性 は分配横 桁 に比 べ、分配横桁上フランジのような施工上の

支障になるようなものがな く、格段に良好な条件であった。

5.3.4追 跡点検の結果3)

(1)載 荷実験

補 強効果 を確 認す るため に載荷実験を行 った。対象 とした橋梁は、応力測定(5.

3.1(3)項)で 計測 した もの と同 じ橋梁 であ る。補修後 における応力分布 を図

一5 .3.14に 示 す。結果 を以下 に まとめ る。

1)ウ ェブギ ャ ップ板 上側 溶接 部 の応 力分布は床版のたわみ変形の勾配 と同 じ傾

きに、下側溶接部の応力分布は反対の傾 きになっている。

2)ウ ェブギ ャ ップ板 上側 の応 力 に比 べて下側の応力が大 きい。ただし本橋の場

合、補修前よりこの傾向があった。

3)下 側 溶接部の応力は、追越 車線載荷時が大 きい。

(1)現行補修要領[走 行車線載荷]② 現行補修要領[追 越車線載荷時]

図 一5.3.14補 修 後 の 応 力 分 布 、

(2)応 力頻度測定

応力 頻度測 定結果 か ら、回 し溶接部の疲労強度等級を当該部の構造形式が荷重伝

達型隅肉溶接継手であるため、JSSC-F等 級4)を 適用 して1日 あ た りの累積 損傷度 を

試算 した結果、表 一5.3.5に 示す よ うに補修前 に累積 損傷 度 の大 きい外桁の下

端では、現行の補修により寿命 は補修前に比べて約17倍 伸び る結果 とな って いる。駒

表 一5.3.5応 力頻 度 測 定 結 果

位置 N/日 累積損傷

Di/日

比率* Qeq. 等級

補修前

外桁下端 4074 1.10E-03 1fi.73 539.8 F

中桁下端 1021 8.80E-05 1.34 369.2 F

中桁下端 1215 1.30E-04 1.99 397.3 F

現行補修

外桁下端 813 6.56E-05 1.00 361.2 F

中桁下端 876 7.16E-05 1.09 362.6 F

中桁下端 958 7.92E-05 1.21 364.1 F

*:比 率は現行補修要領外桁下端の累積損傷度との比率を示す。
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5.4結 言

鋼1桁 橋のウェブギャップ部および桁端部横構取付ガセット付近に生じた亀裂損

傷について、その状況、原因の究明、補修方法および追跡点検の結果について述べ

た。

両者ともに、補修対象箇所が多 く、簡便に補修工事を実施する必要があるため慎

重な各種事前検討を行い、それらの成果を反映 して実橋で系統的に補修工事を実施

している。

また、両補修 ともに、補修対象箇所は狭隘な所であ り、また、交通供用下で実施

されたため振動が作用 した状態で、さらに、橋梁本体と取付部材が相互に不規則な

動きをする中での補修工事であった。そこで、数種類の溶接順序の中から最も安定

した施工性が得られる方法を採用するなど、施工順序を工夫することにより、また、

補強部材を事前に取付ることにより、交通供用下での特有の問題点を克服して補修

を実施できた。

なお、両工法共、狭隘部で大規模な溶接による補修工事のため、10数 年経過後、

追跡点検を実施 したが、当該部分は健全である。
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第6章 現場溶接補修要領の提案

6.1緒 言

通常、鋼構造物の現場接合には、溶接に比べると施工性のよい高力ボル トが用い

られる。 しかし、都市高速道路における鋼構造物の補修は、狭隘な箇所であること

が多く高力ボル トによる補修が不可能なことが多い。そのような場合には、溶接に

よる補修 とせざるを得ない。しかし、現場溶接は作業環境や気象の影響を大きく受

ける。また、現在の社会情勢から補修工事のために交通を規制することは困難であ

り、交通供用下で補修工事を実施するのが一般的である。

本章では、都市高速道路鋼構造物の各種損傷に対 して交通供用の状態を前提に、

溶接により補修する場合、問題 となる因子の抽出、および、補修溶接手法に関する

既往の研究成果などを参考に、現場溶接補修要領を提案する。同様の損傷が多発 し

ている鋼1桁 橋のウェブギャップ部および桁端部横構取付ガセット部の補修方法に

ついては、各種実験および現地での試験施工の結果を反映した補修マニュアルを作

成した。

6.2既 往計測結果のまとめ

6.2.1橋 梁および亀裂開口部の振動計測結果

(1)主 桁、横桁の振動計測

阪神高速道路 ・松原線などで主桁、鋼床版などの振動加速度が計測されており、

主桁は約3Hzの 振動数域で振動加速度が比較的に大きな値を示しており、それ以上

の振動数域では加速度は小さい。橋脚位置での端横桁や鋼床版では70Hz程 度までの

周波数域で卓越 した振動加速度が計測されている。

(2)現 場継手開先開口部、亀裂開口部の振動計測

井元1)は 鋼床版の現場継手開先開口部、ガセヅト亀裂開口部の走行車振動による

変位を計測 し、開口変位が生 じる振動数は、低速走行の場合1Hz以 下が主体である

こと、高速走行の場合約14Hz以 下の振動数域で卓越 した変位が生じていることを究

明した。

6.2.2交 通供用下での補修溶接に関する検討

疲労亀裂などの補修溶接を交通供用下で実施する場合の施工要領を策定する手順

としては図一6.2.1に 示すものが提案されている2)。

供用下の工事で亀裂を溶接により補修する場合、補修溶接に先立ち、供用状態で

の溶接作業性および溶接性の評価を行い、現場の状況を考慮 した補修要領を策定す

る必要がある。
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現場条件の把握

施工条件の設定

(A)

現 地計測
・橋桁振 動(振 動数F

,変 位 量 △V)
・亀裂部 の開 口変位量 △δ

,振 動数f
・板 厚

(B)・ ・・・・・…
橋桁振動による溶接作業性低下
(溶接欠陥の発生)の有無 有

交通規制など

無

(C)… … …
限界開口変位量△δcrの 算出
(亀裂部の拘束度Rpの 決定)

(D)・ ・。。。・…
部の変位振動による溶接性の低

(高温割れ発生)の検討
△δ≦△δcr

Yes

No (1)溶接棒の選択
(2)亀裂部の開口変位量の低減
①ス トロングバック取付け
②支保工設置
③交通規制

補修溶接実施

図 一6.2.1補 修 溶 接 手 順

(1)溶 接作業性の評価

溶接作業性は補修溶接を施工する溶接作業者の作業のしやすさを示すもので、亀

裂箇所周辺の部材の振動状態により溶接作業性が決まる。部材振動下での突合せ溶

接試験3)で 溶接作業者に対 して前後方向に振動変位が大きい場合で作業者が追随で

きない場合はブローホールなどの溶接欠陥が発生 しやすく、また溶接作業者に対 し

て上下方向に振動変位が大きく作業者が追随できない場合はビー ド形状不整、アン

ダーカットなどの形状欠陥が発生しやすいことが確認されている。

溶接作業性の評価は亀裂部周辺の全体的な振動加速度、振動変位を計測し、変位

方向を考慮 して溶接欠陥が発生する限界の変位量と比較を行い、供用状態で溶接欠

陥の発生しない溶接作業性が確保されているかどうかを判定する。

(2)溶 接性の評価

橋桁部材の亀裂の補修溶接を目的として、亀裂を模擬 したスリヅト付き試験体の
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振動下の溶接性(高 温割れ)試 験 が実施 され、初層 溶接 部の高温割れ限界△ δcrの

検討、高温延性 の高 い溶接棒 の適用効果に関する検討1)が 行 われ、実橋 の補修 溶接

に適 用 され た事例4)が あ る。振動下 の溶接 性 につ いては上記のとお り、亀裂開 口部

の振動数f、 開 口変位量 △ δお よび亀 裂部の拘束度Rpの 関数 と して溶接 金属部 の高

温割れ 限界開口変位量△δcrが 定量化 されてい る。な お、拘束度Rpは 開 口部 の幅

を1㎜ 狭 め る(ま たは広 げ る)の に要 す る開 口部 長 さ方 向1㎜ 当た りの荷重 と して

定義 され 、亀裂開口部剛性を示す指標であ る。追加 すべ き試験条件 としては高周波

域の振動溶接試験がある。

上記の試験 において、亀裂部の開 口変位量△ δお よび亀裂開口部振動数fの 計測

には ク リヅプゲ ー ジが使用 されている。汎用的な方法 としてCCDカ メ ラな ど光学

計測器 の適用 が考 え られる。実用性 の高い△ δの計測方法 としてCCDカ メ ラ方式

の適用 も今後 の検 討課題であ る。

振動下のス リッ ト付 き試験体 の溶接試験の実績は表 一6.2.1に 記載 の通 りで

あ り、 拘束度Rp=200～3670kgf/㎜ ・皿 の範 囲で実施 され 、実構 造物の拘束度 の範

囲はほぼ網羅されている。

表一6.2.1振 動溶 接試験の実績

f

Rp
0.3^-2 2.1～4 4.1^'U 6.1～10

200820 O 0 O 0

830^-2040 0 推定可 推定可 推定可
2050^-5100 0 0 O 0

注)Rp:拘 束度(kgf/㎜ ・㎜)、f:振 動数(Hz)

○:実 施 済み

しかしながら、実工事の亀裂補修に際し、溶接性すなわち高温割れの評価を実施

するにあたり、個別に数値解析で拘束度Rpを 計算 した例もあるが5)、実構造物の亀

裂部の拘束度を容易に見積もる方法はない。鋼構造物の疲労亀裂の発生事例などを

対象として、亀裂発生箇所基本パターンを選定 し、部材寸法(剛 性)、亀裂寸法をパ

ラメータとして拘束度Rpを 算出してデータベースを作成し、補修すべ き亀裂部の

拘束度Rpが 容易に推定できるようにすることは実用上重要な検討課題である。

(3)補 修溶接条件の設定

供用下の施工において、最終的には高温割れ防止策を決定する必要がある。△δ、

fの 計測値およびRp推 定値から各種溶接棒の△δcrの データベースに基き高温割

れの判定および適用すべき溶接棒の種類を決定する。△δが限界値を超え、適用対

象の溶接棒種を選択できない場合は△δを低減する対策すなわち、ス トロングバッ

ク寸法決定、ス トロングバック取 り付け要領作成、通行車重制限などの対策がとら

れる。
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6.3検 討 方法 および検討 結果

6.3.1検 討 の 目的

供用 下の補 修 溶接 にあ た っては、6.2.2節 に記 載 した よ うに、 図 一6.2.1

に示 す手順 で補 修 す る必要 があ る。

図中(A)の 橋 桁の振 動状態 お よび亀裂 部の振動による開口変位の現地計測は、加速

度計お よびクリップゲー ジな どを使用する。

図中(B)の 橋桁 の振 動 に よる溶接 作業性 の低下の度合は加速度データか ら振動変位

に換算 し、過去の実験結果3)を 整理 した図 一6.3.1に 基 づ き検討 す る。

注)左 図中において、○●

などは溶接欠陥の発生頻度

を示す。(● は溶接後のX

線透過試験において、溶接

欠陥であるブローホールが

全数で発見されたものであ

り、○は溶接欠陥が発生 し

なかったものである。

図一6.3.1突 合せ溶接 の溶接欠陥発 生の限界 変位

図中(C)の 溶接金属 部 の溶接性 す なわ ち高 温割れ発生限界の開口変位量△δcrの

算 出、 お よび 図中の(D)の △ δと△ δcrと 比較 は、 図 一6.3.2か ら算 出され る

△ δcrと △ δの計 測値 とで検 討で きる。

しか しなが ら、△Scrは 亀裂部 の拘 束度Rpで 整理 されてお り、Rpが 既知 の場

合 は図一6.3.2か ら△ δcrの 算 出がで きるが、実橋 の亀 裂発生箇所の△δcrを

算 出 しよう とすれ ば、亀裂部 のRpを 何 らか の方法 で定 量的 に把握 す る必要があ る。

阪神高速道路橋に発生 した損傷の最近の事例では6)7)、 ウエ ブギャ ップ部 に亀裂
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損傷が多 く発生 している。 これ らの亀裂部の拘束度Rpが 予 めわかれ ば、溶 接金属

部 の高温割 れ防止の指標 となる限界開口変位量△ δcrを 算 出で きる。

本節 では、 図 一6.2.1に 示 す補修 溶接 手順 で実工事 をす るにあた り最 も問題

となる、限界開口変位量△8crを 決 定す るための亀 裂部 の拘束度Rpの 算 出方法 に

ついて検討 す る。

(a)開 口 部 振 動 数f=0.33Hz(b)開 口部 振 動数f=5.5Hz

図 一6.3.2拘 束度 と高 温 割 れ発 生 の 限 界 開 口 変位 量 の 関係

6.3.2簡 易計算式 に基 づ く拘束度 の算定

(1)亀 裂部 の拘束度Rpの 計算方法

拘束度Rpは 継 手開先幅 を1皿1を 狭 め るのに要 す る開先 長さ方 向1mn当 た りの荷

重 と定義 され る。矩形板 な どの簡単な形状の亀裂に対 して、拘束度の計算は上田ら8)

の方法 が有 効で あ るので、矩 形板 に1ス リッ トが存 在 す る場合 の エス リッ ト部の拘

束度の計算に適用 した。その計算方法を以下に示す。

まず、無限板のス リッ ト縁 に沿 う一定荷重による拘束度を解析解 よ り求め る。図

一6 .3.3(a)に 示 すような状態 でのy方 向の くい ちがいδ(x)の解析 解 は(式6.

3.1)、 拘束度RP(x)は(式6.3.2)と な る。

(a)無 限板モデル(b)有 限板モ デル

図一6.3.3拘 束度 の簡 易計算 モデ ル
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(x)-2P・21-(2x/.¢)・E
(式6.3.1)

R宥(x)=万7
i(2κ μ)・

こ こで 、

Po:無 限板 に 負荷 した応 力(kgf/㎜2)

E:ヤ ン グ率(kgf/㎜2)

h:板 厚(㎜)

2:ス リッ ト長 さ(㎜)

Eh i
(式6.3.2)

次に図一6.3.3(b)に 示す ように有限板の拘束 度への修正 を有限要素解析で行

い、無限板の拘束度に基 き各種寸法の有限板の拘束度に変換す るための、精度の高

い近似補正式(式6.3.3)を 作成 した。 すなわ ち、(式6.3.1)お よび(式

6.3.2)よ り、有 限板 の解析 で は 自由縁 での境界条件を消滅 させ る必要がある。

そこで、有限要素法によ り有限板の解析 を行い、 自由縁で解析解 と足 し合 わせるこ

とで境界条件 を消滅させた。この計算 を種々の形状に対 して行 った結果 に最小二乗

法を適用 し、(式6.3.3)に 示 すβpを 求 め、近似補 正式(式6.3.3)を 作

成 した。

Rp(x)=(1一 βp)R胃(x)

た だ し、 βPO.6/(L/2)n+0.75/(B/2)1°82

n=5.8/(B/2デ 十2.2

(式6.3.3)

また、ス リット全長にわたって変化する拘束度Rp(x)を ス リット長2で 平均化

した平均拘束度Rpは 、

-Eh
Rp=2(1一 βも)-7-7(式6.3.4)'

とな る。

開 口変 位 量 △ δが 既 知 の場 合 、 平 均拘 束 度Rpは 、亀 裂 長 さ1mあ た りの荷 重Po・

hか ら次 式 に よ り求 め られ る。

Po・h
Rp= △ δ(式6 .3.5)
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(2)拘 束度の算定結果

図 一6.3.4に 拘束度 と板 幅 との関係 を、 図m.3.

の関係 を示す。

5に 拘束度と板長さと

図 一6.3.4拘 束 度 と板 幅 の 関係 図 一6.

また、拘束度 に及ぼす板厚 の影響 を図

一6 .3.6に 示す。

(3)ま とめ

以 上 か ら、 板 幅 が ス リ ッ ト長 さ+約

200㎜(片 側約100㎜)以 上、板 長 さが約

400㎜(ス リッ トの片側約200㎜)以 上に

な ると、 ス リヅ ト部 の拘束度 はほぼ一定

値になる。また、拘束度が板厚

に比例するため、上記寸法以上

の矩形板の拘束度は板厚を考慮

すれば良い。

主桁 と横桁の ウエブギャップ

の補剛材や、合成1桁 の主桁 と

対傾構 との接続 部な ど亀裂発生

箇所は寸法が小さく、拘束度 は

周辺部材の影響 を受けるため、

数値解析 によ り亀裂部の拘束度

を算 出 した。次項 にその内容 を

記載する。

3.5'拘 束度 と板 長さの関係

図 一6. 3.6拘 束度 と板 厚の関係
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6,3.3橋 桁各部の拘束度解析

(1)拘 束度の解析方法(橋 桁各部の有限要素法解析)

橋桁な ど複雑な形状 に存在す

る亀裂に対 して も、前節 と同様

の有限要素法によ り拘束度を求

めた。すなわち、亀裂を含む橋

桁の部分構造をモデル化 し、亀

裂部に均一に応力が作用 したと

して応力Poを 負荷 す る。 この

ときの亀裂 の開 口変位量 △δか

ら、(式6.3.5)に よって

拘束度Rpを 求め た。

対象構造 と して は、亀裂 の発

生が比較的多 く見 られた箇所か

ら3箇 所 を選択 した。

図m.3.7お よび図 一6.

3

図 一6、.3. 9主 桁と横桁の

ウェブギャップ部の補剛材

8に この3箇 所 の見取 り図 を示 す。各 図 には主要な寸法を記入 している。これ

らの寸法は、基 本的に阪神高速道路公 団標準図の値 を用いた。寸法にバ リエー ショ

ンがある場合 には、剛性が大 きくなるものを選択 した。

図一6.3.8の ウェブギ ャ ップ部の補 剛材 につ いては三つの亀裂発生箇所 を想

定 した。個々の亀裂については亀裂長さを3種 類 設定 して それ ぞれ につ いて拘束度

Rpを 求 めた。

(2)解 析条件

解析 に用 いた

有限要素モ デル

および解析条件

を以下に示す。

図一6.3.9

は、図 一6.3.

7に 示 した合 成

1桁 の主桁 と対

傾構 との取 り合

い部 のモデルで

ある。本モデル

をモデルAと 呼

ぶ。 同図 には変

位 の拘束条 件 も

あわせて示 した。

図一6.3.9合 成 工桁の主桁 と対傾 構 との取 り合 い部の

モデル(モ デ ルA)
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床版の剛性 が他 の部分 に比べて

大 きいことか ら、床版 に接続 する

主桁 の上 フランジ面はx、y、z

方 向 を すべ て拘 束 した。 この 点 は

他 の すべてのモデルについて も同

様であ る。

図一6.3.10に は設定 した

亀 裂位 置 を示 す 。 この モデル には

二つの亀裂が含 まれているが、解

析はいずれか一方の亀裂のみを対

象 とし、他方の亀裂はない状 態で

計算 した。また、二つの亀裂の内、
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図m.3.70亀 裂位置(モ デ ルA)

補 剛材 上端 のス カ ラ ップ部 の亀裂 を亀裂a、 もう一方 の補 剛材 下端 のガセ ッ ト部の

亀裂を亀裂bと い う。

また、 図 一6.3.11お よび図 一6.3.12に は亀裂位 置 を拡 大表 示 し、 設

定 した亀裂経路、亀裂長さおよび負荷 した荷重を示 した。荷重はすべてのモデルに

ついて、亀裂長さ1㎜ あ た り102kgf(102kgf/㎜)と した 。この値 は(式6.3.

5)に お けるPo・hに 相 当す る。

なお荷 重 は設定 した亀裂面に垂直に負荷 し、解析結果の開 口量は負荷 した荷重方

向の成分を取 り出 して拘束度Rpの 算 出に用 いた。

図 一6.3.12亀 裂 位 置 の拡 大 図

(モ デルA,垂 直補 剛材 下端部 の亀裂b)

図 一6.3.13は 図 一6.3.8に 示 した主桁 と横桁 の ウ ェブギャ ップ部の補

剛材に関するモデルであ る。本モデル をモデルBと 呼 ぶ。 同図には変位 の拘束条 件

もあわせて示 した。

また、 図一6,3.14は 亀裂位 置の拡大 表示 であ り、 設定 した亀裂経路、亀裂
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長 さお よび負荷 した

荷 重 を示 した。3箇

所 の亀 裂 につ い て、

上側 か ら亀裂a、b、

cと 呼 ぶ 。 亀 裂aが

補 剛材 と主桁 上 フ ラ

ンジ との接 合 部の亀

裂、亀 裂bが 補 剛 材

と主桁 ウ ェ ブ との 接

合 部 の 亀裂、 亀裂c

が補 剛材 と横 桁 上 フ

ラ ンジ との接 合 部の

亀裂 であ る。モデル

Aと 同様 に解 析 は い

ずれ か ひ とつ の 亀裂

の みを対 象 とし、他

の亀裂 はない状 態で

実施 した。

表 一6.3.1に

以 上 の モ デ ル 化 に

つ い て ま とめ て 示

す。表 中の ケー ス

名 は、 上記 のモ デ

ル の記 号、 亀 裂 の

記 号お よび亀 裂 の

短 い方 か ら順 に与

え た番 号 との組 み

合 わせ であ る。 な

お、表 中の亀 裂 長

さ は 亀 裂 経 路 に

沿 って 計 った長 さ

である。

図 一6.3.13主 桁 と横 桁 の ウ ェ ブ ギ ャ ップ部 の

モ デ ル(モ デ ルB)

図 一6.3.14亀 裂 位 置

(モ デ ルB,亀 裂a,b,c)
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表 一6.3.1モ デ ル 化 の ま とめ

モデル 亀 裂 亀裂長さ(m) ケース名

A

合成 工桁 の主桁 と対

傾構 との取 り合い部

a

補剛材上端の

スカラップ部

i 23.1 Aal

2 38.3 Aa2

3 59.0 Aa3

b

補剛材下端の

ガセ ヅ トプ レー ト

1 50.0 Ab1

2 100.0 Ab2

3 201.0 Ab3

B

主 桁 と横 桁 の ウェブ"

ギャップ部の補剛材

a

主桁 と主桁上フラ

ンジとの接合部

i 36.7 Ba1

2 73.3 Ba2

3 110.0 Ba3

b

補剛材 と主桁 ウェ

ブとの接合部

i 23.3 C・

2 46.7 ・

3 70.0 C・

C

補剛材と横桁上フ

ランジとの接合部

i 36.7 Bc1

2 73.3 Bc2

3 110.0 Bc3

(3)解 析 結 果

解 析 結 果 は 表

一6 .3.1cこ

示 し た ケ ー ス 名

に よ っ て 表 示 す

る こ と とす る。

図 一6.3.

15お よ び 図 一

6.3.16iこ 、

変 形 図 と 最 大 主

応 力 の コ ン タ ー

図 を 例 示 す る 。

こ れ はBb2に

相 当 す る 結 果 で

あ る。

表 一6.3.2

に 解 析 結 果 の 開 口

変 位 量 △ δ と、(式

6.3.5)こ こよっ

て 求 め た 拘 束 度Rp

を ま とめ て 示 す 。

図 一6.3.15変 形 図

(ケ ー スBb2)

図 一6.3.16最 大 主 応 力 分 布

(ケ ー スBb2)
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表一6.3.2解 析結果(開 口変位 量 △δと拘束度Rpの 関係)

ケー ス名 開口変位量 △ δ(1皿) 拘 束度Rp(kgf/m・ 皿)

Aai 0.023 4340

Aa2 0.032 3190

Aa3 0.043 2370

Abl 0.073 1400

Ab2 0.277 368

Ab3 1.64 62.2

Ba1 0.028 3640

Ba2 0.054 :'!

Ba3 0.109 936

S・ 0.021 4860

・ 0.039 2620

Bb3 0.077 1330

Bcl 0.042 2430

Bc2 1!:1 1280

Bc3 0.129 791

※荷 重はすべてのモデル について亀裂 長 さ1m当 り102kgf(102kgf/㎜)

今回の解析の範囲では、特に際立って大 きい拘束度 を示すものはなかった。最も

大 きい拘束度を示 したのはBb1で 、 その値 は4860㎏f/㎜ ・㎜ で あった。 この部位

は ウ ェブギ ャップの補剛材 と主桁 ウェブとの接合部であ り、補剛材は上下が比較的

板厚 の大 きい主桁 と横桁のフランジに接合 されているため変形 しにくいことから、

したがって拘束度が高 くなることは容易に推測で きる。

また、 同じ部位の亀裂については亀裂長さが長いほど拘束度が小さ くなることが

確認で きる。例 えばAb3は 最 も小 さい拘束度 を与 え る結果 となった(62.2kgf/㎜ ・

㎜)と な ったが、 これ は今 回の解析 の範囲でも最も亀裂長さが長いケースである。

図一6.3.17に 、 表 一6.3.2に 示 した解析 結果 をグラ フに して示す。横

軸にはケース名をとり、縦軸に拘束度を示 した。ケース名は、最短亀裂長さにおけ

る拘束度の大 きい順に並べ替えてある。また、ケース名 と構造部分および亀裂位置

の図を対応 させて示 した。なお、図中のプロッ トの横に記入 した数字は、各ケース

における亀裂長さである。
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図 一6.3.17橋 桁 各 部 の 拘 束 度

図一6.3.18に は、

すべ ての結 果 につ いて亀

裂 長 さ と拘束度 との関係

を示 した。図中の曲線は

指数関数による最小二乗

法によ り求めた近似 曲線

である。データは指数関

数によってかな り良い近

似 がで きてい る。今回取

り上げた橋桁各部の亀裂

発生位置では、亀裂長さ
図m.3.18亀 裂長 さ と拘 束度 の関係

に よって拘束度がほぼ推定できる。

図一6.3.19に は、 前述 した割れ 発生 限界 図 と対比させて各モデルの拘束度

の範囲を矢印で示 した。今 回解析 した橋桁各部の亀裂発生位置については亀裂長さ

によって拘束度がかな り変化することがわか る。開口変位量の限界値 △δcrの 値 に

も よるが、亀裂 長が短 い場 合 には、比較的溶接割れ を起こしやすいことがあると考

えられ る。
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図 一6.3.19各 モ デ ル の拘 束度 の 範 囲

6.4交 通供用下の溶接補修要領の提案

以下に補修溶接の基本的な要領案を示す。

(1)溶 接作業性の確認

補修箇所の振動状態が、溶接作業者が健全な溶接が実施できる範囲であることを

確認する。健全な溶接ができる範囲を超えている場合には、交通規制または支保工

を設置することにより溶接作業者が安定した状態で施工ができるようにする。

振動状態は振動加速度計で計測 して振動加速度から各振動数域の振動変位を算出

し、補修溶接に際し振動低減の対策の要不要を表m.4.1を 参照して判定する。

表 一6.4.1溶 接作業性 不良 に起 因する溶接 欠陥、

発生に関する許容振動変位量

許容変位量

振動数域F 0.3～1.9Hz 2.0～5.9Hz 6.0^-IOHz 11^-20Hz

前後方向の振動変位△V 4mm lmm 0.5mm 0.3n皿

垂直方向の振動変位△V 2mm 0.4mm 0.4皿 0.2mm

注)前 後方向の振動:溶 接作業者に対 して前後方向の振動変位
垂直方向の振動:溶 接作業者に対 して垂直方向の振動変位
左右方向の振動:作 業性にあまり影響せず。
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(2)溶 接性の確認

供用下での補修溶接の場合、亀裂部や被溶接継手部材間に生 じる開口変位量△δ

が健全な溶接施工が可能な範囲の値であることを確認する必要がある。健全な溶接

が施工できる範囲を超えている場合は対策を施さなければならない。振動状態の計

測、評価および健全な溶接を行うための補修溶接要領の設定は以下の手順で決める。

①亀裂部の開口変位量△δおよび開口部振動数fの 計測

亀裂開口変位量△δおよび開口部振動数fは 開口部を挟んで取 り付けたクリップ

ゲージで計測する。

計測要領の一例を図一6.4.1に 示す。

図一6.4.1ク リップゲ ージによる亀裂 開 口変位量△ δの計測要領

②溶接性(高 温割れ発生の有無)の 評価

亀裂部 の△ δ、fの 計測結果 か ら、 図 一6.3.2に よ り高温 割れ が発生 せ ず に

健全な溶接が施工で きる範囲にあ ることを評価する。

評価 に必要な亀裂部近傍の部材剛性すなわち拘束度Rpは 図m.3.17お よ

び図m.3.18を 参照 して設定 す る。部材形状 が図一6.3.17に 含 まれて

お らず、 拘束度 が著 し く異なると思われ る部材 の場合には、別途実験または数値解

析 によ り拘束度 を求める必要がある。

図一6.3.3に よ り、溶接材料 の選 定 を行 い、△ δ、fが 健 全 な溶接 が施 工 で

きる範 囲であ ることが確認されれば、選定 した溶接材料 を用いて補修溶接の施工を

行 う。

③亀裂開口変位量△ δの低減方法

△ δ、fが 健 全 な溶接 が施 工で きる範 囲 を超 えてい る場合は、亀裂部の開 口変位

量を低減するために、ス トロングバ ックを取 り付 けるなどの対策 を行う。

亀裂部 を挟んでス トロングバ ックを取 り付 けた状態で再度、△δ、fの 計測 を行

い、再度 、 溶接 性 の評価をおこない、対策後の△δ、fが 、高温割 れ が発生せ ず健
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全な溶接ができる範囲であることを確認する。

(3)補 修溶接の実施

①ス トロングバ ック取 り付け

前記の(2)項 で亀 裂 部の 開 口変位

量△ δの低 減 を図 るために、ス トロン

グバ ックの取 り付 けが必要な場合は、

亀裂部 を挟む ようにス トロングバ ヅク

を取 り付 ける。ス トロングバ ックを取

り付 けた状態の一例 を図一6.4.2

に示す。

②亀裂部 の開先加 工

亀裂 部 の開先加工はグラインダによ
'り行 う

。 開先形 状 は溶接 姿勢 、板厚 に

適合す るように設定す る。開先形状の

例を図一6.4.3に 示 す。

図 一6.4.2亀 裂部 開 口変位量の

低減例

(a)下 向 き、上 向 き姿勢溶接の場合

図 一6.4.3

(b)横 向き姿勢溶接の場合

補修溶接部開先形状の例

③低温割れ防止のための予熱

被補修部材の鋼種、板厚を設計図、鋼材メーカ検査証などで確認 し、溶接低温割

れ防止に必要な予熱条件を道路橋 ・鋼橋編に記載の予熱温度条件に準じて設定する。

④溶接条件

亀裂部の補修溶接条件は、開口変位量△δに起因する溶接金属部の高温割れ防止

と、鋼種、板厚などに起因する鋼材の溶接熱影響部の低温割れの両方の発生防止を

考慮して設定する。

溶接棒は棒径4㎜ のものを使用し、溶接条件は、溶接入熱が17～22kJ/cmの 範囲

に入るように設定する。

(4)補 修溶接部の検査

開口変位量△δに起因する溶接金属部の高温割れは初層に発生するため、初層溶

接終了後、磁粉探傷試験および目視によ り、初層溶接部の検査を行い、健全性を確

認する。
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全層溶接終了後、溶接内部を超音波探傷試験などで、また、溶接部表面を磁粉探

傷試験などで検査し、溶接部の健全性を確認する。

なお、ス トロングバック除去後についても除去位置に表面の欠陥のないことを磁

粉探傷試験などで確認する。

6.5結 言

交通供用下での施工を想定 した補修溶接のための現場溶接要領を作成 した。

従来、非常に困難とされていた交通供用下での溶接施工について、既往の研究成

果も参考 とし、溶接対象部材の振動状態を把握することにより現場溶接について、

その実施の可否判定を容易にできるようにした。これにより、特別な溶接に関する

専門知識を有する技術者の判断に頼っていた溶接の可否判定を客観的に実施できる

ようになり、交通供用下での溶接施工がより一層、広範囲に普及するものと思われ

る。

また、損傷の発生する箇所が限定され、かつ、損傷発生率の高い鋼1桁 橋のウェ

ブギャヅプ部および桁端部横構取付ガセット部の損傷については、慎重な検討を行

い、また、本研究成果を反映 した補修方法に関する補修要領を作成した。

この補修要領は、今後、熟練技術者が減少し、品質管理が重要な課題になること

に対応 して作成 したものであ り、標準的な補修手順を詳細に示すことにより、施工

の均一化を図るものである。この成果により、溶接施工の技量差はあるものの、溶

接順序などは統一され、個人間、施工業者間の格差は少なくなるものと考える。
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第7章 鋼構造物の長寿命化への提案

7.1緒 言

第2章 から第5章 で述べたとおり、点検においてその損傷が明確にな り、原因究

明の過程で、当初想定 していない現象が供用中の実構造物で起こっていることが分

かった。原因は、建設当初には想定もしなかった条件の変化や細部構造について特

別な配慮を行わずに設計を行ったためであ り、その結果、供用後に各種の部位に損

傷が発生した。

本章では、過去に実施 した点検作業の成果および損傷原因究明の過程で得 られた

知見を考察することにより、合理的な点検周期の決定法や同様の構造物が連続する

都市高速道路の場合は代表橋梁(モ ニタリング橋)を 選定して、それを詳細に点検

し、結果を全体に反映し、膨大な構造物を低コス トで管理する手法について提案し

ている。また、損傷発生メカニズムの知見を構造物の設計に反映し、従来の細部構

造を改良することにより、鋼構造物を長期問使用する方策について述べる。そして、

損傷発生の原因分析の過程で点検などの維持管理が容易に実施でき、損傷を生じさ

せず、例え損傷が発生しても補修 ・補強工事が行い易い新設構造物の計画 ・設計時

点に留意しなければならないことが判明したのでそれについて提言している。

7.2点 検周期の最適化1)

阪神高速道路では、従来、全路線の構造物を同一の周期(5～7年 間隔)で 点検2)

されてきた。しかし、阪神高速道路の各路線は、供用年数や適用された設計基準な

らびに荷重履歴(特 に累積大型車交通量)な どに差異があ り、その結果、構造物の

損傷発生率や損傷の程度にもかな りの差が生じてきた。このため、全路線を同一周

期で点検する方法が必ずしも合理的なものとは言えな くなってきた。そこで、各路

線の損傷発生率の差異に着 目し、損傷発生率の主要因と思われる供用年数、適用設

計基準ならびに荷重履歴などの差異により点検周期に有意な差を持たせ、より合理

的かつ経済的に点検を実施することを目的として、以下の手順により鋼構造物の点

検周期の見直しを行った。

(1)路 線のグループ化

点検周期を設定するにあたり、各路線 ごとに点検問隔を変えたのでは点検計画が

著しく煩雑 となるため、まず、阪神高速道路を大きく3つ のグループに分割するこ

ととした。

路線のグループ化にあたり、着目要因として以下の3つ が考えられた。

① 供用年数

② 荷重履歴(累 積大型車交通量)

③ 適用設計基準

しかし、①および②の項 目に着目しグループ化を行う場合、各グループの境界と

なる供用年数あるいは荷重履歴をどのように設定するかが困難である。これに対し、
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③の適用設計基準に着 目すれば、各路線は比較的まとまって区分されることとな り、

しかも、結果 として供用年数、荷重履歴 といった要素 もその中に反映 され ることと

なる。

そこで、路線のグループ化において③適用設計基準に着 目し、設計基準の内容 と

しては、最近、特にその発生頻度が高 くなっている鋼1桁 の主桁 と横 桁 お よび対 傾

構取合部 におけ る亀裂の発生に密接に関係 していると考 えられ る主桁 間隔お よび床

版厚を規定 している床版の設計基準を用いた。

以上の ような考え方に基づいて路線のグループ化を行 った。結果 を図一7.2.

1に 示す。

図 一7、2.1路 線 の グ ル ー プ化

ここで、 グループ1に 属 す る昭和46年(1971年)以 前の設計基準 を用 いて設 計

され た鋼1桁 橋 の場合、 一般 的 に主桁 間隔Lは3.85m、 コ ンク リー ト床版 厚tは18

～21cmと な る。 グルー プIIに 属 す る昭和46年(1971年)改 訂 の設計基準 を用 いて

設 計 され た鋼1桁 橋 の場合、主桁 間隔Lは3.6皿 以 下、コ ンク リー ト床版厚 はt=3L+11

であ るか ら、主桁 問隔Lが3.5mの 場合 、床版厚tは22c皿 とな ってい る。 グルー プ

IIIに属 す る昭和53年(1978年)改 訂の設計基 準 を用 いて設計 され た鋼1桁 橋の場

合、 主桁 間隔Lは3.Om以 下、 コ ンク リー ト床版厚 はt=1.2*(3L+11)と な って いる。

(2)最 適点検周期 の決定

図一7.1.1に 示す3グ ルー プに属 す る各路線 の損傷発生率を比較 し、その損

傷度合いや進行度を考慮 して点検周期を決定 した。

1)グ ル ー プ1の 点検 周期

グルー プ1の 路 線は供 用後 、 すで に24～30年 を経過 してお り、表 一7.2.1に

示す点検 結 果 に よると桁 の損傷 発生率は全点検桁数のうち約37%が 、損傷 が著 し く

早 急 に補 修 が必 要 と判断される"A"ラ ン ク と判 定 されて い る。 また、 この グルー
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プについては、損傷の進行度合 も早 く、前回点検時には"B"ラ ンク以 下の判定 を

受 けてい た対象箇所のうち、その約20%が5年 程度経 過 した次回の点 検 時には著 し

い損傷である"A"ラ ンクに移行 してい る。

表_7.2.1構 造 別損傷 発生率

対象

構造物

グループ名

損傷値 1 II III

桁

Aラ ンク損傷発生率(%) 36.8 16.6 1.7

Aラ ンク損傷増加率(%) 20.2 8.6 0.6

④ランク損傷発生件数(件) 2 0 0

は り上

構造物

Aラ ンク損傷発生率(%) 13.6 8.7 2.9

Aラ ンク損傷増加率(%) 9.3 6.3 3.3

④ランク損傷発生件数(件) 28 2 0

・一 発生率一IA鬻 鷙 響 判 ・100(%)

〔 最新の点検でB,C,OKか らAランクに移行 した数量 〕×100(%)Aランク損傷 劃曽力目率=

〔 前回の点検でB,C,OKランク判定 され た数 量 〕

損傷内容は、鋼桁、特にその中でも数量が多いRC床 版を有する鋼桁の支間部に

着目した。図一7.2.2に 示すようにAラ ンクの損傷の半数以上は横桁および対

傾構取合部などに発生 した亀裂損傷である。車両制限令の改訂に伴い、今後、車両

重量が増大化することを考慮すれば、この種類の損傷は確実にその進行速度を早め

るものと考えられる。

A7ih IA+Bラ ンク■ IA+B+Cラ ンク幽

図一7.2.2RC床 版 を有す る鋼桁 の損傷内容

また、腐食損傷に関 しては、経年進行の状況を把握するため最新の点検結果 と概

ね5～6年 前 に実施 され た前 回の点検 結果を比較することにより、支間部の腐食損傷

度の経年変化について検討 した。結果を表一7.2.2に 示 す。
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グルー プ1に お いて は 、 そ の

割 合 こそ 少 な い が、損傷 がOK

ラ ン ク→・Aラ ンク、 また はCラ

ンク→Aラ ンク とい う よ うに、

全 く損 傷 が な い状態、あ るいは

ご く軽微 な損傷状態か ら断面欠

損のよ うな深刻 な損傷へ と極 め

て急激 に進行 して いる箇所が見

られ る。 この ような状態 にな っ

た場合 、その補修 は大規模 とな

り多大な労 力 と費用 が必要 とな

る。 したが って、腐食損傷 に対

表一7.2.2腐 食損傷 に見 られる

損傷度 の進行パターン

損 傷 度 の 遵 行
パ タ ー ン

グ ル ー プ1 グ ル ー プII

径 間 敗 比 率(x) 径 聞 敗 比 寧(x》

OK一 レC 12t 22.了x 50 54.9X

OK→B za 3.8X 3 3.3%

OK→A z o.az 0 o.ox

C->B 38 7.1% 3 3.3X

C-　 A 5 o.sx 0 o.ox

B-　 A 8 1.5X 0 O.OX

損 傷 度 の 逡 行
が 認 め ら れ な
か つ た も の

339 63.6X 35 38.5X

合 計 533 100.Oz 91 ioa.ox

する維持管理の基本方針としては、損傷が表面的な段階で発見し、それを部分塗装

などで補修するとともに、その損傷原因を除去することが効率的かつ経済的である

と考えられる。以上、損傷度および損傷進行度などを総合的に考慮 した結果、グルー

プ1の 各路線に対する点検周期は現行の桁に対する点検周期(1回/5～7年 程度)

を若干縮めて1回/4年 とした。

過去の点検結果によると、橋梁端部では支承,伸 縮継手などの損傷発生率は高 く、

特に支承においては、重大事故につなが りかねない④ランクの損傷発生頻度が桁な

どに比べ著しく高い。また、これ らの損傷はそれ自体の機能低下だけでなく、桁端

部の他の構造物にも悪影響を与えるものであり、さらには騒音、振動および漏水の

発生原因となり、周辺住民の苦情の原因ともなる。

そのため、グループ1の 路線の橋梁端部の点検(梁 上点検)は 桁の点検よりもさ

らに密に実施する必要があると判断 し、桁点検時に加え、その中間年にも点検を実

施することとし、その周期は

1回/2年 と した。

2)グ ルー プIIの 点検周期

グル ー プIIの 路 線 は供用後 、

13～20年 を経 過 して お り、

グル ー プ1の 路線 に比べ10

年程 度新 し く、 桁の損傷発 生

率な らび に損傷増加率はとも

に、グループ1に 比べ相対 的

に低 い。 また、鋼桁 における

亀裂の発生状況 も図_7.2.

3に 示 す ように、損傷 発生率 図 一7.2.3路 線 グループ別亀裂損 傷発 生率

はグルー プ1に 比べ かな り少 な く、 さ らに腐食損傷の進行度合もグルー プ1の よう

に極端 な進行 を示 してい る箇所は見 られない。
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したがって、グルー プIIの 各路線 の点検 周期 は グル ー プ1よ りも若 干長 くす る事

は可能で あ り桁の点検周期は1回/6年 とした。 また、梁上点検 に関 してもグルー

プ1と 同様 の理 由に よ り、1回/3年 が適 切であ ると判 断 し、桁 の点検時 とその中間

年に橋梁端部の点検である梁上点検 を実施す ることとした。

3)グ ルー プIIIの点検周期

グル ー プIIIに属 す る路線 は供用 か らの期 間が短 く、設計基準 も最新のものを採用

してお り、 また、 交通量 も比較的少ないため、損傷発生率は他 のグループに比べ極

端に低い。 したがって、グループIIIの点検 周期 は、 グルー プIIの 周 期 よ りもさ らに

長 くす る事は可能であ り、桁の点検周期は1回/8年 とした。 また、桁 の点検 時 と

その 中間年に、梁上点検を実施することとした。

以上のように、

① 点検対象路線の損傷発生率に関係が

あると思われる供用年数や設計時に適

用 した設計基準との関係

② 点検対象構造物の損傷度およびその

損傷が他に与える影響

③ 効率的な補修工事が可能な点検周期

などを総合的に勘案 して、表_7.2.

3の ような点検周期を決定 した。

表 一7.2.3基 本 点 検 周 期

部位

グループ
桁支間部 桁端部

グルー プ1 4年 2年

グルー プII 6年 3年

グループIII 8年 4年

7.3ブ リッジマ ネージメ ン トへ向けてのモニタ リング橋の導入

(1)モ ニ タ リング橋 導入 によるブ リッジマネージメン トシステム構築のための

データ収集 と点検時期 ・点検部位の最適化の提案

近年、公共事業における建設 コス トの縮減が大 きな課題 とな り、最重要課題 とし

て各方面で、鋭意、検討が進め られてい る。橋梁の分野においても少数主桁化や省

力化設計の導入な どによ り建設コス トの縮減を図っている。

一方
、橋梁の維持管理の分野で も、高度経済成長の時代に建設された膨大な数の

橋梁が近い将来 に老朽化 し、橋梁を限 られた予算で効率的に維持管理する手法の開

発が急務 とな っている。そこで、橋梁の維持管理 を合理的かつ経済的に実施 するた

めの方策 として、 ブリッジマネージメン トシステム(以 下、 「BMS」 とい う)が 注

目を集 めて い る。広 い意 味で の維持管理 は、橋梁の供用開始直後 から始 まるのでは

な く、調査計画の段階か ら設計施工の段階、 さらに調査研究お よびその評価 も含ん

だ広い範囲で行われるべ きであ り、総合的かつ体 系的に取扱 う考 え方であ る。 しか

し、BMSに 関 す る取 り組 みは、 ようや く緒 についたばか りであ り、その範囲も非

常に広 く、直ちに実際の業務に反映するには至っていない。

そこで、 まず第一段階 として、橋梁の調査、計画、設計、施工、維持管理、研究

そ して、それ らの評価などの各段階に反映することを前提 とし、代表 となる橋梁(以

下、厂モニ タ リング橋」とい う)を 選定 し、BMSを 構築 す るた めに必 要な各種 のデー
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タを収集す ることを提案する。すなわち、モニタ リング橋か ら得 られた橋梁各部位

のデータを調査、計画、設計および施工な どの条件 と結び付て整理、分析 すること

により、BMS構 築の資料 とす ることがで きる。

また、 このモニタ リング橋 か ら得 られ るデータは今後の維持管理コス ト縮減の重

要な資料 となる。すなわち、実交通荷重の把握、適用 された設計基準、構造形式、

供用年数および環境条件な どと橋梁の挙動、損傷の発生な どを関連付 けることによ

り点検周期や点検する箇所 を合理的かつ経済的に決定することがで きる
。

以上の ように、モニタ リング橋 から得 られるデー タは、将来 の体系化 され たBM

S構 築の た めの有用 な資料 とな るばか りでな く、点検時期や点検箇所 を最適化で き

ることにより維持管理コス トの縮減 も図れ ることと思われる。

(2)モ ニタ リング橋の選 定 とモ ニタ リング項目

1990年 代初頭 にイ ンテ リジェン トブ リッジやスマー トブ リッジなどが紹介3)さ れ
、

それ らがモニ タ リング橋 の起 源であ る。 しか し、橋梁に関するモニタ リングには明

確な規定がまだない。また、従来、橋梁の維持管理については、橋梁技術者 の職人

的経験によ り行われてきた部分 もあ り、今後、 これについても体系化す る必要があ

る。ここで、モニタ リングとはどの ようなもので、 どのような項 目を含 まなければ

な らないのかを提案する。

幸いなことに都市高速道路の橋梁は標 準設計による構造物である。近年では施工

精度がほぼ安定 していることか ら、橋梁 の耐荷力に影響する要因は構造形式 と外部

か ら作用す る荷重や環境条件である。標準化 された構造物の中で荷重や環境条件の

最 も厳 しい橋梁 を選定 し、 これをモニタ リングの対象橋梁(モ ニ タ リング橋)と す

れ ば現 実的 であ る。 また、 あ る路線で最 も応力的に厳 しい橋梁を常に監視 し
、この

橋梁 に損傷 が発生 しなければその路線は安全であ ると評価できるヒューズの役 目を

する橋梁 を選定することも考え られる。

モニタ リングする項 目は時系列のデータが望 ましく、その成果 が将来 に渡って利

用で きるものでなければならない。モニタ リングによって得 られたデータは常に直

前のデー タと比較 し利用すべ きであ り、将来のデー タとも比較が可能なように時系

列資料 として蓄積 する必要があ る。また、得 られたデータが一度 だけの観測記録で

あっても、今後 の基礎資料にな るものであれば貴重なモニタ リングデータとして取

扱える。

近年、パーソナルコンピュータの発達やデータ処理 ソフ トの普及によ りモニタ リ

ングにおけるデータサ ンプ リングや大量のデータの処理が可能にな った。 この こと

も、モニタ リングの発展 に大 きく貢献 してお り、BMSの 根 幹 を支 え る基礎 とな っ

てい る。

モニタ リング橋 としては、下記の条件 を満たしている必要がある。

1)供 用 直前 の デー タ、すなわ ち初 期値 が既知であ る。

2)実 交通荷重 列の状 況が把握 で きる。

3)各 種 のセ ンサーの取 り付 けや点検 が可能である。
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4)建 設時点 の竣工図や供用 時点の補修履歴書が利用で きる。

すなわち、橋梁の供用直後 か ら実交通荷重の把握、各種応答 を調査、記録 しデー

タベース化 することが重要である。その際、供用開始直前 に荷重が既知であ る試験

車による載荷試験による橋梁各部の応答 を定量的に把握 しておけば、その後の応答

の変動に対する評価 を合理的に行 うことが可能にな る。また、 これ らのデータは、

極 力、 ビジュアル化 を図ることによ り容易に判定や評価がで きるようにソフ ト面の

充実も重要であると考える。

次に、モニタ リング項 目としては、計測によるもの と点検 によるものに分類され、

一例 を挙 げると、下記の とお りである。

1)鋼 桁

・疲 労 クラ ヅクの発 生 ・進展(計 測 ・点検)

・橋体 の振動特性 に関 す る経 時挙動(計 測)

・塗装 の損傷、腐食(点 検)

・座屈 現象(点 検)

・低周 波騒 音(計 測)

2)床 版

・ひび割れ の発生、進展 、お よび陥没現象(点 検)

・漏水(点 検)

3)壁 高欄

・ひび割 れ、衝突 に よる損傷(点 検)

4)支 承

・回転、移 動機 能 の経 時変化(計 測)

・ボル トの緩み、破 断(点 検)

・振 動(計 測)

・ゴムの劣化(点 検)

5)伸 縮装 置

・伸縮機能 の経時変化(計 測)

・ボル トの緩み、破断(点 検)

・騒 音、 振動(計 測)

・フィンガー プ レー トの破 断

7.4細 部構 造の改良 によ る長寿命化

7.4.1鋼 工桁橋の桁端 部横 構取付 けガセ ッ ト

ニー ブレース形式の端横桁 を有するRC床 版 鋼1桁 橋 にお け る桁端部 横構 取付 け

ガセ ッ ト近傍の腹板 に見 られ る亀裂は活荷重 により生 じる横構軸力に起 因するもの

で、局部的な断面欠損 とな るスカラップの構造が応力伝達上問題であることを第5

章 において指摘 した。

そ こで、 ガセッ ト上面に補強板を溶接接合 によ り取付 ける構造4)に 改 良 した。
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改 良 の 状 況 を 図 一7.4.1,写 真 一7.4.1に 示 す 。

→

図 一7.4.1桁 端 部横 構 取 付 け ガ セ ッ トの 改 良

写真 一7.4.1桁 端部横 構取付 けガセ ッ トの改良

7.4.2鋼 工桁橋 の横桁取合 い部

ウ ェブ ギャ ヅプ部において発生 している亀裂損傷は、主桁 フランジの首振 り現象

による疲労が原因であることが判明 している。そこで、 ウェブギャップ板 を現状構

造の9㎜ 厚 か ら19㎜ 厚 に取 り替 え、 また、 ス カラ ップは応力集 中を起 こす主要な原

因であ るため、スカラップをな くす構造へ と改良を行った。新設橋については、

(1)主 桁 間隔が3m以 下 と狭 くな ってい る。

(2)RC床 版厚 が1.2×(3L+4>と 厚 くな って い る。

ので、既 設橋に比べて応力が低減されている。そこで、図一7.4.2,写 真 一7.

4.2に 示す ようにスカラ ップをな くした板厚12㎜ の鋼板 をすみ肉溶接 で取 り付 け

る構造 とした。
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図 一7.4.2横 桁 取 合 い部 の 改 良

7.5新 設橋 梁設計への提言

点検 に よ り各種の損傷が発見され、その原因究明の過程において、新設構造物 を

計画 ・設計する際に留意 しなければな らない各種の事項5)が 判 明 した。 以下 に、新

設構造物 を計画 ・設計する際の主要な留意事項 について述べる。

(1)維 持管理用空 間の確保

点検作 業 をは じめ として各種の維持管理作業を実施 する際に、作業者や機材が容

易に搬入、設置で きるためのスペースを確保する必要がある。従来か らの経験 によ

り作業者の通行には最低60c皿 のスペースが必要 とされて い るが、 当然、機材を携行

する場合にはよ り一層の空間が必要 となる。 また、鉄道上や街路上に都市高速道路

を建設する場合 には塗装塗替えな どの工事のために足場を設置す る必要があ り、計

画時点か ら維持管理用空間を確保 した検討が必要である。
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(2)耐 久性に優れた構造の採用

1)曲 線橋、著しい不等径間連続橋、ばち桁橋、斜橋などに対する配慮

都市高速道路の場合、成熟 した都市内に建設される場合が多 く、やむを得ず上記

のような構造形式が採用しなければならないことがある。そのような場合には、当

初想定もしていない負反力が発生することがあり、支承の設計 ・施工には十分な配

慮が必要である。また、本線と出入路が別の橋梁から出来ていて 「縦目地」がその

間に設置されている事例が多いが、これは漏水や騒音 ・振動の発生原因になること

があるため、本線と出入路は極カー体構造 とするべきである。

2)断 面の小さい構造への配慮

小さな箱密閉断面の部材などで将来、ジャヅキアップが必要になる可能性のある

場合、補修工事でジャッキアップ用補剛材などの部材が搬入できないことがある。

そのような場合には、建設時点でジャッキアヅプ用補剛材など将来必要になるもの

を事前設置しておく必要がある。

3)連 続桁の採用

前述のとお り、橋梁端部は伸縮装置があ り、それが漏水や騒音 ・振動の発生原因

とな り、より大きな損傷の原因となることが多い。そのような理由により、極力、

連続桁を採用すべきである。

4)想 定していない応力集中や二次応力に対する配慮

① 板曲げ応力が発生するような構造は極力避ける

② 局部応力が大きく発生するようなスカラヅプは設けない

③ 主部材から伝達される二次部材の付加応力に留意する

④ 二次的部材であっても、必要な部分についてはグループ溶接とする

⑤ すべてを溶接継手とせず高力ボル トによる継手の併用も考慮する

⑥ ガセットプレー トに偏心曲げモーメントができるだけ発生 しないような形状

とする

5)漏 水や滞水など腐食の原因となる要因の除去

伸縮装置の改良が進み新設構造のものからの漏水はほとんどな くなったが、既設

構造物にはまだ多くの旧形式の伸縮装置があり止水材を挿入するなどして遊間部か

らの漏水防止対策を講じる必要がある。また、箱密閉断面では添接部からの浸水や

結露のために箱桁内部で滞水 している事例がある。建設時点から水抜き孔を設置し

てお くことが必要である。また、最近では、密閉構造とはせずに、換気孔を建設時

点に設置 しておき、積極的に空気を流通させて乾燥させる方針 としている。

(3)維 持管理施設の設置

1)検 査路、検査車などの点検施設の設置

点検や軽微な補修工事などために至急に構造物に近接する必要が生じた場合、常

時設置され、比較的容易に利用することができる検査路は大変有効な維持管理施設

である。これらの施設により全断面を見ることはできないが、代表断面や損傷の発

生する可能性の高い箇所に近接できる構造とすることが重要である。
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2)塗 装用吊金具、作業用手摺、梯子など維持管理作業に必要な設備の設置

都市高速道路では、一般的に塗装塗替えなどの維持管理作業は街路上や鉄道上な

ど路下条件が極めて厳 しい箇所での作業になる場合が多 く、これらの準備作業とな

る足場設置を安全かつ迅速に実施するためにこれらの設備は非常に有効である。

3)換 気孔など密閉断面における維持管理作業時の安全衛生設備の設置

鋼構造物の密閉断面は腐食により酸素が消費され酸欠の状態になっている場合が

ある。それによる事故を未然に防ぐために換気設備を設ける。また、密閉断面の場

合には作業者の安全のためにも照明設備が必要である。

7.6結 言

本章では、第6章 までに述べてきた点検結果や検討成果に基づいて、鋼構造物の

長寿命化に必要な以下の方策について検討した。検討結果とそれに基づ く提案をま

とめると、次のとおりである。

(1)点 検周期の最適化

従来は構造物の新旧にかかわ りな く一定の間隔で構造物点検を実施 してきたが、

過去に実施 した点検結果を整理、分析 した結果、構造物の新旧により各種の損傷発

生率が大きく異なっていること、また、損傷発生率と設計基準は密接に関連 してい

ることが判明した。そこで、鋼構造物を設計する際に適用された設計基準に基づ く

点検間隔を提案 した。これにより、従来よりも合理的な維持管理を行うことができ

ると考えられる。

(2)モ ニタリングの提案

極めて膨大な管理数量となっている既存鋼構造物を一律に点検することは困難な

状況となっている上、今後は、より多 くの鋼構造物を限られた予算や人員で合理的

に管理することが望まれている。このような状況において経済的に維持管理を行う

ため、モニタリングを提案 した。モニタリング項 目として、従来から損傷が多発し

ている箇所や管理数量の多い代表的な橋梁を選定することを提案した。

(3)既 往の損傷事例に基づく細部構造の改良提案

第4章 で述べた桁端部横構取付けガセット部およびウェブギャップ部の亀裂損傷

発生原因の究明結果に基づいて新設鋼構造物の設計における構造の改良提案を実施

した。

(4)新 設橋の設計における留意点

新設鋼構造物を長期間に渡って良好な状態で使用するために計画段階や設計段階

で配慮 しなければならない。

①維持管理用空間の確保

②点検結果や損傷の発生状況を考慮した耐久性の優れた構造

③維持管理作業において必要となる施設の設置

などについて述べた。

一96一



第8章 総 括

都市高速道路の鋼構造物に老朽化や車両の大型化などに伴なう各種の損傷が発生

している。構造物の状態を把握するために構造物点検が周期的に実施され、発見さ

れた損傷については、その度合に応 じて補修や補強工事が実施される。しかし、そ

の損傷に対する補修工事は、都市高速道路の使命のため、通常は交通供用の状態で

実施される。

本論文では、交通供用下での溶接による補修工事に関する問題を解決し、実際の

工事に適用できる指針を提案 した。また、損傷発生原因について考察 し、新設構造

物の設計に反映することにより、都市高速道路鋼構造物の長寿命化に関する提案を

行った。

本研究で得 られた主な結論を要約すると次のとお りである。

第2章 においては、都市高速道路公団の一例として阪神高速道路公団の維持管理

システムの概要を述べ、点検周期の適正化など、このシステムが抱える問題点を指

摘した。

第3章 においては、点検結果の分析を行い、鋼構造物の損傷発生率、損傷内容(損

傷発生形態、進行度合など)に ついて考察 し、以下の結論を得た。

(1)点 検 を実施 した鋼構 造物全体 の約70%に 何 らかの損傷 が発生 して い る。

(2)供 用年 次が古 いほ ど、一般 的 に損傷発生率は高い。

(3)損 傷は、亀裂、腐食、 お よび高力 ボル トの欠損などに大別され る。

(4)損 傷 を部位 別 に考 察 す ると、桁端 部は腐食が支配的であ り、桁中間部では

高力ボル トの欠陥や亀裂の割合が高い。

(5)亀 裂損 傷 と して は、鋼1桁 橋 の 主桁 と横桁(ま たは、対 傾構)と の取合 い

部 お よび桁 端部 横構 取付 けガセ ッ トに発生する損傷が圧倒的に多 く、亀裂損

傷はすべて進展性であった。

(6)腐 食原 因 は、伸 縮装 置な どか らの漏水が原 因と考えられ る。 この種 の損傷

進行度合は極めて速 く、早期発見 と損傷要因の早期除去が重要である。

第4章 においては、桁端部と桁中間部に生 じた重大な腐食損傷の補修工事により

蓄積した知見を考察することにより、下記の結論を得た。

(1)ウ ェブに孔食ができるほどの損傷でも、溶接による補修 ・補強工事が可能

である。

(2)溶 接収縮をプレス トレスとして利用するバイパスエ法は実験と同様の効果

が現場でも得 られる。

(3)当 該箇所を追跡点検した結果、現場溶接箇所をはじめとして、すべて健全

であった。

第5章 においては、鋼1桁 橋に多発している主桁 と横桁(ま たは、対傾構)と の

取合い部および桁端部横構取付けガセットの亀裂損傷の補修に関する考察を行い、

以下の結論を得た。

(1)亀 裂発生箇所は、当初設計の時点では特別な配慮は一切されていない箇所
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であ り、作用応力に比べて板厚 も薄 く、 また、スカラップによる応力集中が

あ る部位であった。

(2)損 傷 要 因の究 明や補修 方法 の検 討 によ り、両損傷共、現場溶接によ りスカ

ラ ップを塞 ぐための補強板 を取付けた り、旧の補剛板 を撤去 して新 しい補剛

板を取付 けることによ り補修が可能であ る。

(3)補 修 工事終 了後、 当該箇所 を追 跡 点検 しているが、現場溶接箇所 をはじめ

として、 すべて健全である。

第6章 においては、交通供用下における鋼構造物の溶接施工要領を提案するため

の検討を行い、下記の結論を得た。

(1)過 去の実験結果から、実用的な現場補修溶接要領を作成するためには、溶

接金属部の高温割れ防止の指標となる限界開口変位量△δcrの 算出に必要な

亀裂部の拘束度Rpを 推定することが必要であ り、これを推定した。

(2)矩 形平板の拘束度を算出し、1ス リット長さが200㎜ 以下の場合、幅約400㎜

以上、長さも400ml以 上の矩形板であれば拘束度は板厚に依存する。

(3)亀 裂発生頻度の高い部位を対象に、亀裂箇所形状、亀裂長さと拘束度との

関係を定量化することにより、補修溶接の実施に当た り具体的な手順および

評価ができる現場補修溶接要領の提案を行った。

このことにより、従来、交通供用下における溶接施工では、各工事ごとに振動数

や開口変位量などを計測し、これらの結果を検討することにより、鋼構造物の補修

補強工事に現場溶接を採用することの可否も含めた検討を行っていたが、本研究成

果により容易に現場溶接採用の可否判定が可能となった。

第7章 においては、鋼構造物の長寿命化への提案を行い、以下の結論を得た。

(1)従 来、鋼構造物の新旧にかかわ りな く点検周期は一律に決定していたが、

損傷発生率などを考察することにより、供用年数を考慮 した合理的な点検周

期とすることにより、効率のよい維持管理を実施できる。

(2)ブ リッジマネージメントの一環でモニタリング橋の導入により、より安価

な費用で、効率の良い維持管理を行うことができることを示 した。

(3)損 傷が発生した箇所の構造細部を改善することにより、鋼構造物の長寿命

化を図ることができる。

以上、要するに、都市高速道路鋼構造物に発生する腐食や亀裂などの代表的な損

傷に関して、その発生原因を解明し、それらの損傷に対する標準的な補修方法を提

案 した。補修工事はやむを得ず、交通供用下で溶接により実施されることが多 く、

その要領についても提案した。また、蓄積 した維持管理のデータを整理 ・分析する

ことにより損傷形態と発生傾向が明確になり、維持管理システムを充実することで

鋼構造物の長寿命化が図れるという知見を得た。
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